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は じ め に

本報告書は,財団法人アシア人口･開発協会が,昭和62年度厚生省･社団法人国際厚生事

業団委託事業 ｢東南アジア諸国等人口･開発基礎調査｣を受託し,中華人民共和国で実施し

たものである｡調査及び取りまとめ等については,本協会内に設置した国内検討委員会 (主

査票田俊夫 E]本大学人u研究所名誉所長)委員を中心に行ったD

調査の目的は,｢東南アジア諸国等における人口問題等に対する対策が十分な成果をあけ

うるためには.それぞれの国の人口増加,疾病と死亡,人口再生産,人口分布と国内移動等

の人口動態並びに.家族構成,年齢構造等を含む人u構造の静態を詳細に把握し,これが各

国の生痛.福祉及び保健医療に与える影響,相互の関係等について-検討を進めることが必

要であるO このため,東南アジア諸国等の人u動態の詳細な動向,生活･福祉及び保健医療

の孝則犬等について調査分析を行い,アジア諸国の人口と開発問題の解決に寄与することを目

的とする｣である｡

調査に当たり現地では,E韓国家計画生育委員会大臣鵡ひに在中国日本大使館森本優参事

冒,足利聖冶一等書記官に計画全体にわたるこ指導･こ協力を,また,吉林省31画生育委員

会,長春市人民政晩 吉林大学人tj研究軌 吉林市計画生育委員会に調査中こ同行. こ協力

いただいたO

国内では,厚生省大臣官房政策課並びに外務省経済協力局政策課関係各位に調査実施にあ

たりこ指導 ･こ便宜をいただいた｡

こ こに深甚なる謝意を表する次第である｡

終わりに,この報告書が今後中華人民共和国の人口と開発プロクラムと日本政府の有効な

縮力の進展に役立つことを願うものであるO

尚,本報告書は本協会の責任において作成したものであり,厚生省あるいは日本国政府の見

解や政策を反映するものではないことを付記したい.

昭和63年 2月

財Efl法人 アジア人ロ･開発協会

理事長 田 中 龍 夫
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序章 総 括

中国における今日の新しい重大な課題のlつは,人口の都市化である01978年の生産責任

制を中心とする新経済体制の実施は,非農業従事者の増大をもたらしたo都市と農村の中間

にあって物資交流･集散の中心となっている集鎮への転入･移住をみとめた1984年の国務院

の通達は,大量の人口移動をもたらした｡新しい都市の出現 中小都ifJ'人口の増加等は中国

の都市人口比率を高めた｡1978年の都市人口比率は179%にすぎなかったが,1983年には

235%,1984年には31.9%,1985年には36.6%と急速な発展を示している (本報告書第3章

の4参照)｡さらにまた注目すべき点は,大都市への無登録人口の大量の流入である｡こ

れは,大都市では住宅 工場,ホテルその他土木工事のため大量の労勧力人口が必要である

が,大都市では流入規制が厳しいため,農村からの-時的な労働力人口を無登録のまま受け

入れている｡ これもまた都市人口を実質的に増大せしめており.さらに農村人口に都市生活

を経験せしめることとなり,都市的意識を浸透させる要因となっているOこのようIj:都市化

の進展は,都市人口を増大せしめただけではなく,農村人口の中で農業に従事しない人口を

増大せしめた. この乙とは農家Ltr帯の分裂を意味するO従来.農家は,その世帯員のすべて

が農耕に従事する集団制下にあった｡しかし,今日では農家は,専業農家以外に世等員の一

部が農業以外の仕事に従事する兼業農家が激増すると共に,さらに農業から非農業に転換す

るものも増加するに至った｡ これは中国社会における社会変革ともいうべき重大な変化であ

る｡都市においても自己の責任において事業を営むことのできる個体戸かみとめられるに至ったo

このような新経済体制は国民の生活水準をいっきょに上昇せしめた｡都市での生活構造が

近代化されるに至ったばかりでなく,農村においても新しい住宅と生活様式の近代化が進行して

いるo生活水準の著しい向上の中で注目すべきは価値観の変化である｡子供に対する価値軌

労働観がこのような生活水準の高度化によってとのような影響を受けるかは,中国のこれか
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らの経済社会計画にとってきわめて重大11課題となるであろうO

鰍fl'と農村の間には,社会的に経済的に著しい格差がみられることは近代化の過程にみら

れる普遍的な事実である｡中国においてはなお農村人口が圧倒的に多いoLかし,農村人口

が従来の農業人u以外に非農業人口の増加.また農業人Uの生活水準の上昇による近代化に

よって,都市的性格を増大せしめてきていることに注目すべきである｡ いいかえれば,農村

人口はその比率よりもはるかに高い都市化性格をもった人口となってきている｡ このことは

社会,文化,経済の幾多の面において農村と郁巾との格差を収縮せしめていることを示唆し

ている｡

たとえば,子供に対する価値紋は郁IflHこおいては少子家族性向が強く, "l人っ子n証を

もっている者の比率は著しく高い｡農村の上述のような都市化傾向は,農村の人口の出生抑

制意識を線化する方向に作用するであろうO農村の生病水準の著しい上昇は,子供を生産手

段と考えるよりも,子供に対する高い教育水準への期待や,親自身の教養.文化の向上のた

めの期待への自覚によって,少子家族の規範を定着せしめる要因ともなるであろう｡それは農

村人口の価値観の都市人口パターンへの接近とみなされる｡

経済的にみるとたしかに,郡市･農村間格差は著しく収縮したし,また生活構造も同じく

近代化の方向-と前進したoLかし,私どもが長春市.吉林市の両大都市での政府当局や-･

般市民との接触によって得た情韓からみる限り,社会的側面 とくに公衆衛生的側面におい

てなお著しい格差がみられた｡郁市では近代的な矧堤が拡充され,また社会福祉の面におい

ても充実した行政が実行されている｡しかし,他方において,都市の内部には中心部である

都市部と農村部 (郊区)に区別されているが,たとえば乳児死亡率が都市部で16といった近

代化諸国にみられるような低水準を示しているにもかかわらず,同市域内の農村部では2倍

以上といった高水準がみられた(本報告書第6章参照)o私どもは,その原因が何であるかについ

て十分な説明を求める余裕がなかったが.公衆衛生.社会福祉の行政分野において留意すへき点

が残されているように思われた｡同じRfの行政区域内の都市部と農村部においてこれだけの乳児

死亡率格差があるとすれば,純農村地域での乳児死亡率はなお高いようにも推察される｡

人口の質の改善を人口政策の重要な一環としてとりあげている中国では,普通死亡率の著

しい改善をなしとけている現在,乳児死亡あるいは死因別死亡対策は次の重要な挑戦目標で

あろう｡

中国の現在の人口都市化現象は,たんに如市だけではなく,農村をも含む全社会的な現象

として,家族･世帯の形態や価値観の変化を通じて,新しい経済的,社会的イ1/パクトをも

たらそうとしている｡
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第2章 中国一般概要

1 国土と国民

(1) 自然条件

中国の国土面積は960万kniあり,E]本の国土の25倍もある｡それだ桝こ,人々の生活や経済

活動に関係する地形,気候,資源賦存状況は地方によって大きく異なっている｡気候的には

南の海南島や広東省なとの亜熱帯モンスーン気候から,北の黒竜江省,吉林省などの亜寒帯

気候にまたがり,華中,華南の広大な湿潤気候地域に対して,ゴヒ砂漠,タクラマカン砂漠

などの,広大な乾燥気候地域がある｡中国の国土の46%は農林牧畜業などへの利用可能地で

あり-53%は乾燥した不毛の土地である (残り1%は湖水面なと)O

地形的には.四川4,雲南省から西はチヘット高原となり,ヒマラヤ山地,タリム盆地,

天山JLLl地の大自然が展開され,黄河,長江 (揚子紅)などの大河が端を発している.四川省,

雷雨省の2,000-4,000m級の高原から東は,華北,華軋 華南の大平原部となり,モンスー

ン気候に順応した農業が営なまれている｡北京から北の中国東北部は,モンコル高原の続き

である内モンコル地区と旧満州の広大な東北平原部とからなるo黄河 (全長5,464k血),長江

(6,300km)の長さにも見られる通り,中国の国 Lは,E]本では容易に想像のできない自然の

スケ-ルとなっている｡
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(2) 国 民

中国の人口は,1985年に10倍5千万人に達しており.日本の9倍,人口密度はlkni当たり

109人で,日本の3分の1である｡総人口の93%は漢民族であり,7%はチワン族,回旋,ミ

ヤオ族など合計56民族からなる少数民族であるO少数民族のうち.人口100万人以上の民族は

チワン族,回鼠 ウイグル族.イ鼠 ミャオ鼠 満州族,チヘット族,蒙古鼠 トウチャ鼠

ブイ鼠 朝鮮鼠 トン族,ヤオ族,ペー鼠 ハエ族の15民族で,そのうちチワン族が1,340

万人で最大である｡少数民族の居住する主要な省,地区は第2表のようになっているが,大

多数は内蒙古 新責.雲南のようIi辺境地域に分布している｡また.これらの少数民族の集

中する地方では自治区,自治札 自治県として,少数民族自身による行政的自治権が尊重さ

れている｡

第1衰 日中主要指標比較表

(1985年)

中 国 日 本 m

(1) (2) (2

1国 土 面 鏡 (万ka

)総 人 口 (値入

)年平均人口増加率 (形)(1981-84年) I,2 0.7

1人当たり国民所得 (220ド

ル) (10,954ドル)産業別就業人口(形)(t}:) lOO lOO

農 業 69 4

製 造 業 13 22そ の 他

18 74(注) 1984年現在(出所)中国統計年鑑1986.Intez､nat10nalFlnanClalStat

lStlCS 他｡(3) 言語,宗教中国の言語は,最大人口を占める漢民族

の言語を中心とする中国語であるが,前述の少数民族ことにそれぞれの言語を持っている｡さらに中国語においても,北京託 広東語,福建



第2表 少数民族の主要分布地区

語



なみに,1982年人口センサス結実では,12歳以上人口の文盲および半文盲の率は23.6%あり,

社会主義政権下で教育水準の長足の進歩があったとは言え,いまだ改善されなければならな

い大きな問題が残っているO

宗教的には.中国は多宗教国家であり.仏艶 道教,回教,キリスト教を桝め,民族的土

着宗教も多い｡しかし,中華人民共和国成立以免 社会主義思想の 卜に宗教を害悪祝してき

た｡ところが1982年に成立した現行憲法は,その第36条で,国民の信教の自由を認め,国家

機関および社会的団体による信仰および不信仰の強制禁止,宗教の信仰または不信仰の瑚由

による差別扱いの禁止を定めている｡約30年間に及ぶ宗教活動規制のため,西域なと一部,少

数民族の宗教を除いて,中国での宗教活動は現在あまり活発ではない｡

2 経済および経済政策

中国の経済および経済政策は1978年12月に開催された第11期第3回中国共産党全国代表者

会議 (Ll】国共産党十一届三中全会)以来.大きく変化し,1980年代には経済活動の新しい発

展が見られた｡その主な特徴は,①社会主義経済体制を堅持しつつも,㊥企業活動に若干の

自主性を持たせ,㊥経済特別区などを設定して外資の導入を行ない,④外国技術を積極的に

購入して技術改善を進めるものであった｡ これらによって.中国政府は農業,軽工業および

重工業のバランスのとれた発展と経済効率の向上を図り,農工業生産の飛躍的な増加と国民

生店の向上を図った｡そして.この間,第6次5カ年計画 (1981-85年)が実施され,国民

総生産は年平均10%の増加率を示し,工業生産12%,農業生産8%の年平均増加率を示すな

ど,目さましい経済成長を達成した (第3表参照)0

1986年から始まった第7次5カ年計画 (1986-90年)では,その基本目標として,①社会

の需給関係の均衡を維持し.中国的社会主義経済体制の基礎を築く,㊥持続的な経済安定成

長を維持する,④国民の生活水準を向上させる,という3本の柱を設定した｡第7次5カ年

計画は,第6次計画期間中の高度経済成長がエネルギーと素材の供給不足を生じたことや.

量的な拡大の裏で品質や経済効率の面での改善が進まなかったことを反省し,成長速度を若

干低くおさえる (国民総生産年平均成長率75%目棲)とともに,量よりも質の面での生産性

向上に力点をおいている｡また,第7次5カ年計画では経済体制の改革も重点課題とし,吹

のような制度改革をもりこんでいる｡①大･中型企業に対する中央からの ｢指令｣を弱め.

｢指導｣を中心とし,相対的に独立した経済主体に育成する｡㊥物資の統--的配分を減少さ
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第3蓑 第6次5カ年計画実績および第7次5力年計画目標

第6次5カ年計画実績 節7次5カ年計画目

標1980年 1985年 1981-85年 1990年 1

986-9嘩項目 実 績 実 績

(浴) 目 標 (港)国 民 収 入 (佑元) 3.688 6,76

5 9.7 9.350 6.7国 民 総 生 産 (GNP)(億元) 4.193

7.780 10.0 日,170 7.5l 人 当 た り 国 民 収

入 (元) 374 646 ll.6 840 5.4工 農 業 総 生 産 額 (倍元) 7.195 12.137 ll.0 l6,770 6.7

農 業 総 生 産 客員(佑元) 1.964 2,903 8.i 3.530 4.0食 塩 生 産 量 (万トン) 32,055 37.898 3,LI 42.500-45.GOO
2.3-3.5工 業 絶 生 産 額 (億元) 5.231 9,234

12.0 13,240 7.52,460 4.6日

13.4 6.610 7.57.53.4重 工 業 生 産 額 (蘇元) 2.771 4,623 10.8 6,63063.7

20∩.a.1,085 83.900 5.7 99.

100全 社 会 固 定 資 産 投 資 (億元) 2.475 】7.6 2

.970 3.7財 政 収 入 (佑元) 1.854 ll.3

2.567 6.7財 政 収 支 (億元) 1,213 1.8

26 8.5 2.567 7.1輸 出 総 領 (接ド)L,) 182.7

258 7.I 380 8.I輸 入 総 街 (危ドル) 195.

5 334 ll.3 450 6.1年 末 職 工 人 数 (万人) 10.44

4 12.270 3.3 l4,l20 2.8職 工 貸 金 総 額 (倍元) 773

1.355 ll.9 1.900 7.0年 末 人 口 数 (万人) 98.

705 104.639 1.2 111,300 1,24(注) 1.国民収入,国民総生産は当年価胤 工農薬総生産観は1

980年価格で計算してある｡2 農薬生産の巾では農村工業生産額は除外し,それを

=業部門へ入れている.(出所) ｢中華人民共和国国民経捌 口社会発展第7個5年計画1986 1990｣.

人民出版社,1986咋5月｡せ,市場メカニズムを拡大することによって､社

会主義的商品市場を発展させる｡㊥企業に対する国の管理を



納めとする都柿部では建設ラッシュを迎えて.国民の生活水準は確実に向上してきた｡たと

えは.1人当たり国民所得は1980年に374元であったものが.1985年には646元に向上し,計画

通りに行桝ま1990年には840元へと高まる｡また,道路,電九 通信,その他の産業インフラ

ストラクチュアの整備も急速に進んできた｡しかし,中国には,一部沿海部の都市における

人口過密現象と.圧倒的大部分の国土における過疎現象が共在する｡この2つの現象に同時

的に対処するためには,政肘による社会的経済的インフラストラクチュアの整備を軸として.

基幹産業における r規模の経済｣を境かした計画的産業活動を一方の車輪とし,国民の創意

を活用した自由で多様な産業活動を他方の車輪として,効率のよい経済政策が実施されなけ

ればならない｡また,経済が急速に成長するときには,往々にして所得格差や地域格差が拡

大するものである｡これらの格差の発生が社会問題へ発展する前に.新しい制度的対策が打

ち出されなければならない｡中国の新しい経済政策が.今後,どう均衡のとれた社会経済発

展に導くか注目に値する｡

-16一



第3章 中国の人口

1 人口増加の特色

中国国家統言i局の発表によると,中国の総人Uは1986年に10億6,008万人に達した｡ これは

おおよそながらアメリカの人口の約4.5倍,日本の9倍に匹敵する規模であり,中国が世界に

冠たる人口大国であることを物語っている｡しかしながら中国の人口が著しく増加したのは,

解放後のわずか30年余りのことである｡

中国の人口は17世紀の中ころまで5-6,000万人程度を維持していたと推計されており,1)

近代に入っても人口の増加はかなり緩慢であった｡1912年に人口センサスが実施され,総人

口は4億1.964万人と発表されたが,その後解放までの37年間の増加数はわずかに1億2,202

万人 年平均増加率は0.78%にすきず,解放後30年間の年平均増加率267%と比へるとはる

かに低い数値であった｡つまり,解放前の中国人口は,人口転換でいうところの前段階,す

なわち変動の大きい高出生率と高死亡率による緩慢な人口増加期とみなすことができる｡

解放後に起った急速な人口転晩 そしてその過程に付随する人口増加は,2度の激増期と

その後の急速な増加率の低下によって特徴づけられる｡第 1の増加期は新中国の成立から

1957年に至る約8年間である｡49年に5億4.167万人を記録した人口は,年2%を越える勢い

で毎年約1,500万人を加算していった｡ これは主に死亡率の低下が作用したものであり, この

時期はいわば人口転換初期に該当する(表 lおよび図1参照)0

第2の増加期は1962年から73年までの12年間に及び,この間総人口は2億人以上増えて9

偉人近くとなったoこれは大躍進の失敗ならびに大飢鯉によって激減した出生率が反騰して

- 17



図1 解放後の人口動態の推移(1949-85年)

1950年 1955年 1960年 1965年 1970年 1975

年 1980年 1985年出所 ●中国統計年鑑 1986年版より

作図表1 人口動態関連指壕の推移年 次 憶 苧 雫%t
=
0㌢ 自納 加率 合計特殊 乳児死亡率 地 時平均余命(%o) 出 生 率 (対1.㈹0)

(年)1950 1955 364 149 21

61955 1960 282 148 133

1

960-1965 351 11.1 240196

5-1970 344 8.2 26.21970-1975 27.2 7.3 19

91975-1980 186 66

12.01980 1985 192 6.7 125 6.2

195 40.85.

358 121 4

9.559 81 59645 61 63.228 41

65822 39



へヒープ-ムを迎えたこと,その後出4=.率が高水準で維持される反面,死亡率か漸減したこ

とに起因する02.5%を下らない高い増加率は10年近く続き,人口圧力は経済･社会の発展に

とって大きな限外要因となっていった｡

その後70年代を通じて,人口増加率は大幅に低下する｡70年に2.6%であった増加率は.汁

画生育プロクラムの導入を反映してわずか7年後には半分の水準となり,現在は1.2%前後

に落ち着いている｡また出生水準も先進国並みに低下して,中国の人口転換は台湾,韓国と

礁んではは最終段階を迎えている02)

ところで中国政府が西暦2000年に総人口を12倍に抑制しようとしていることはよく知られ

ているOでは果たしてこの政策日掛ま達成可能な数値なのであろうかoBe'jlngRevleW3)

によると,人口を12倍人に抑制するためには増加率を0.95%の低水準に抑えなければならな

いと推言iされている｡さらにまた,過去の二つの人口激増期に生まれた世代が今世紀末に向

けて結婚･出産市場に参入してゆくこと (人口惰性)を考慮すると,中国人口の動向は12倍

ところか依然として余断を許さないものであることが理解されよう｡

2 死亡率の低下

中国の死亡率は解放前に非常に高く,28%｡前後であったと推計されている｡しかし死亡率

は40年代半ばより低下を始め.解放時には20%0,57年には10.8%｡へと劇的な低下をたどって

いった｡経済的混乱と大飢鰻にみまわれた59-61年を除いてその後も死亡率は漸減し,70年

代前半には7%0台に,そして現在も6%0台という低水準で安定している｡

年齢別死亡率については,あらゆる年齢階級において死亡率の低下が確認されたが.とりわ

け2歳以下の乳幼児について著しい｡咽 衛生部の推計によれば,解放時に200%3)(対出生

1,000人)であった乳児死亡率は85年には40%Dを下回っている｡

これら死亡率の低下は当然ながら平均余命の伸びに反映する｡49年に35歳であった平均余

命も続く35年間に直線的な伸びを示し.84年には69歳とはは倍に連した｡ この水準は韓国と

はほ等しく,また開発途上国の平均57歳を10歳以上も上回るものである｡また中国の1人当

たりGNPがまた3ユ0ドルにすぎないという事実は, この画期的な死亡率の低下が経済発展を

前提とせずに発生したことを示唆している.

確かに中国がこのように短期間で死亡率低下に成功した要因は,保健衛生分野における政

府の積極的な介入によるところが大きい｡たとえば,政府は解放直後から環境衛生の改善,
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害虫の撲鼠 伝染病の予防接種等を政策目標として掲げ,医薬品の増産を行ってきた｡また

大躍進,文化大革命期の保健政策が,医療サービスを地方レベルに浸透させることに成功し

た｡同時に,全国で140万人 (1981)と言われている hはだしの医者Hも地方での保健衛生の

改善,健康の向上に重要な役割りを果たしてきた｡一方では,中国の人々は健康への認識が

深く,漢方薬など古来から薬をE]常的に服用しており,それが政府の保健医療サービスの拡

充にうまく結びついたとする見方もある05)しかしながら.中国でまだ農村地域での医療サー

ビスの不均等,農村 ･都市間,地域間の死亡率格差,予防医学と比へた治癒医学の立ち遅れ

など,今後に残されている課親も多い｡

3 出生力の変化

図2には年齢構成の変化を除外した出生力指標である合計特殊出生率の推移を全国,都市,

農村別に示した｡その変化は,二度にわたる出生率の一時的下請,そして70年代に始まる出

生率の急速な低下に特徴つけられる｡最初の劇的な低下は,1958年から61年にかけての4年

間に見られ,女子1人当たり出生児数は,それまでの約6人から半分の水準へと下落したoく

り返すまでもなく, この時期は大躍進および大飢鯉によって市民生活が著しく脅かされた時

期である｡また続く数年間に見られる出生率の反騰は,それまで社会的混乱と貧困に苦しん

でいた人々が出生力を回復しようとする動き(catch up phenomenon)であり-とくに農

村部において艶著であった｡

二度目の出生率の下落は,文化大革命の発動と一致して1967年前後に観察される06)ェリー

トが夕-ゲットとなったこの社会的大混乱は都市においてより著しく,それを反映すること

く, この時期の都市の合言t特殊出生率は再び最低の水準に達している｡このように,中国の

出生力変動は政治･経済上の変動と密接に関わってきたと考えられよう｡

さて,出生水準が本格的に長期の低下を示したのは70年代に入ってからのことであるo引

画生育プログラムの着手と相まって,都市部ではすでに60年代から出生率の低下が始まって

いたが,人口の8割を占める農村の出生率の低下は,人口政策が全国レベルで展開されるよ

うになった70年代まで得たねばならなかったoLかしその後の出生水準の低下はめさましく,

合計特殊出生率は1970年の5.8から80年には22へと激減し,以来今日まで低水準を維持して

いる｡これは戦後の10年間で出生率を半減させた日本の経験と並ぶ.驚異的な変化であったO

この偉業の背景にあるのは言うまでもなく中国政府の強力な計画生育プロクラムである｡と
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図2 農村 ･都市別合計特殊出生率の推移

Ej 農村 △ 斡市 一 全国

19851950 1955 1g60 1965 1970 1975 1

980出所 .｢全国千分の-サンプル調査の分析｣(1983年).および国家計画生育委員会

配布資料蓑2 年齢別出生

率の推移年齢階級(読) 197時 1980年 表号Z㌫

8%Q)15-19 444 11.6 -

73.920 24 2832 lLll6

50025 29 312.2 189.6 -3

9.330-34 2530 642 -7

4635 39 1782 27.2 8

4740 44 824 108

86945-49 90 2.6 -

71ITFR 58

22出所 ･｢全国千分の-サンプル調査の分析｣(1983年)より集計
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くに,｢多子多福｣といった伝統的観念が強く,教育水準も低い農村部にも計画生育のネノ

トワ-クを張りめくらし,あらゆるメディアを馬剛壁して宣伝教育を繰り返した政策努力の成

果と言えよう｡

討画生育の浸透は,年齢別出生率の変化からも読み取ることかできるo表2に示したよう

に出生力はすへての年齢階級において低下しているが,とりわけ15 19歳および30-44歳階

級において著しい｡つまり,晩婚の奨軌によって10代の出産が減少し.また避妊の実行と少

産の提唱によって30歳以上の出産が抑制されるようになったということである｡ このように

中国女性の出産パタ-ンほ70年代に急速な変貌を遂げ,出産年齢は20歳台に収赦する傾向を

たどっている｡

ところで1986*,合計特殊出生率は前年の20から反騰して2,4を記録した｡これは1984年

に始まる人口政策の緩和を反映したものと思われるが,今晩 出生水準はこのレヘルにとと

まるのか,それともさらに上昇するのかその動向が注目されるところである｡

4 都市化と都市人口の分布

農村から都市への人口移動による人口都市化は,産業の発展にともなう必然的な趨勢であ

る｡しかし,厳格な戸籍管理と規制措置によって都市の膨張を軌上してきた中国の都市化は,

先進国はもとより開発途上諸国と比へてきわめて緩慢であった｡しかし都市人口構成につい

ては大都市人口の占める割合が高く,アンバランスな都市人u分布の再編が急がれている｡

中国にとって解放後の10年は着実に都市化が進行した時期であった｡国民経済回復を目指

して打ち立てられた工業化政策は,農村からの人口流人を促して都市人口を急増させていっ

た｡1949年に5,765万人であった都市人口は57年には9,949万人に,また都市人口比率は10,6

%から15.4%へと伸びている｡その後,大躍進による経済建設はさらに農村の労働力を吸収

し,1960年には都市人口を13.073万人,人口比率を19,7%にまで押し上げた｡しかし経済成

長は長続きせず.その後は2千万人以上を農村へ下放させる結果となった｡

続く62年から78年まで,中国の都市人口比率は17年間の長さにわたって17-18%を維持す

ることとなる｡この間都市人口は6,186万人増えて17,245万人に達したが.そのほとんどは自

然増加によるものであった｡ このように都市化がほとんと進展しなかった理由は.国民経済

の停滞と戸籍管理を通じて農村人口の流入を厳格に規制したためである｡とくに1958年に発

布された ｢戸口登記条例｣は都市大学への就学,国営企業への就職などの特例以外は農村居
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亡き二者に郡市への転居を認めないという徹底した措置であったOまた夫が都市で就業機会を得

ても家族が都市に戸籍を移すことは認められず, ｢別居｣は大きな社会問題にもなった.

1978年,党三中全会は土地公有制の原則を変えないまま土地の営農を個人に請け負わせる

生産責任制を導入した｡ この政策は人民公社の解体とともに農村の余剰労働力を顕在化させ,

新たな人口都市化を捉している078年に179%であった都市人口比率は,81年には20.2%に,

また83年には235%へと着実な伸びを示し,7)都市人口も83年には24.126万人に透した｡しか

しその反面､急速な都市化は,増加する人口に充分な雇用機会を与えられないばかりか,住

宅不足,交通渋軌 環境悪化など都fI]'特有の問題を生み出しているのか現状である｡

そこで,今後とも増加を続けると予想されている都市人Uがどのような分布を示すかが,

国家開発上 非常に重要な問題となってくるoなぜならば,すでに中国の都市人口構成はか

なりアンハランスであり.上嵐 北京といった大都市を中心に都市人口を膨張させてきたか

らである｡表3に示したように,数の上ではわずかに13の巨大都市が都市人口の21.8%を占

める一万,103ある30万人以下の都市人口を併せても中国全体の都市人口の9.3%を占めるにす

きない｡

蓑3 人口規模による都市の致および桁市人口.1985年

( )内は%

人 口 規 模

200万人以上

100万人以上200万人未満

50万人以上100万人未満

30万人以上50万人未満

10万人以上30万人未満

10万人未満

.,I

都市の数 紡市人口(万人)

13(40) 4.620(218)

44(136) 5.484(259)

85(26.2) 6.061(286)

78(24I) 3.040(144)

93(287) 1.929(91)

ll(3.4) 53(03)

32Ji(100) 2l,187(100)

出所 中国統言1年鑑,1986

そこで政府は偏在した都市人口の分布をこれ以上進展させないために,次のような指針を

打ち出している｡8)それは,大都市 (100万人以上)の人口増加を厳しく抑馳 中都市 (20-

100万人)の合理的な発展,そして小都市 (20万以下)の活発な育成である｡またとくに農村

の余剰労働人口を小,中都市および農村に近い b鎮(那)Aに移転させ,郷鎮企業に従事させ

る試みがなされている0
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I) 段妃慧 ｢中国人口の転換と展望｣.転換期のアジア人U,時期杜,1986.

2) 黒田俊夫 ｢アジア･太平洋地域の人口次元と日本｣,rDCフォーラム,1987

3) Vo128.No.44,November1985

4) 世銀は,実際の乳児死亡率はより高い水準であったと推測している｡

5) Chlna'TheHeaMlSector,TheWorldBankCountryStudy,WolldBank.1984

6) Lee-JayCho.PopulationI)ynamlCSaIld王)ollCylnthePeople'sRepublicOf

Chlna.1984.P 119

7) その後の都市人口比率は1984年31.9%,1985年366%と発表されているかこの急激な増加は.'行

政区画の変更および新しい市･町の設立によるものであって過去の数値との厳密な比較には値しな

いOちなみに世界銀行は1985年の中国の都市化率を25%と推計している｡

8) ZhaoYam(ling,Chlna■surbanlZatlOnPIOCeSS,王〕aperPreserltedatlnternatLOnal

PopulahOnSeminar,BelJlng.June1987
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第4章 計画生育プログラム

1 歴史的経緯

中国の折角では,いたる所で ｢計画生育 (計画出産)｣.｢只生一十核子 (子供は一人しか

生まない)｣といった看板が目にとまるO今日では中国の ｢一人っ子政策｣も愛国運動的事業

として広く知られているか,政策史上,政肘の人口問題に対する姿勢は決して一貫したもの

ではなかった｡

そもそも解放直後の中国では,マルサス主義が否定され,｢人口越多越好｣つまり人口増加

を社会主義社会における繁栄の表れとみなす考え方が圧倒的であったoLかし,1953年のセ

ンサスの結果,年20%を上回る人口増加が明らかにfj:ると,しだいに無計画な人口増加は経

済発展の阻外要因として認識されるようになった｡そこで56年,周恩来は ｢第2次5ケ年計

画に関する提案｣の中で初めて母子保護と出産抑制の必要を説く｡ところがこの急速な政策

理論の転換は政耐 旨尊者や学者の間に論争を呼んだだけで,何ら具体的措置には結びつかな

かったoそれどころか,続く大躍進運動においては,建設労働者の需要が高まり,再び楽観

的人口観が風離した｡積極的な人口抑制論を説いた経済学者馬寅初が北京大学学長を解任さ

れたのもこの時期である｡

60年代は,計画生育運動の創始期とみなすことができる｡中国共産党中央および国務院は

｢真剣に計画出産を提唱する指示 (1962)｣を発布して,社会主義社会における限定政策とし

て岩i画生育を認め,具体的に都市ならびに人口桐密な農村での産児制限を提唱した｡64年に

は国務院に計画出産弁公室が,そして一部の省,市にも相応した機関が設置されたoこのよ
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うな計画生育運動の広がりと相まって都市人口の出生水準が低Fをたとり始めたのは,すで

に前章で述へたとおりである.しかし,66年に始まる文化大革命によって,計画生育運動ほ

いま一度,中断を余儀なくされてしまうのであったo

今日に至る組織的かつ効果的な計画生育政策は70年代初頭に始まる01971年,毛沢東は第

4次5ケ年計画の中で ｢1個不少.2個正好,3個多了｣のスローカンを提示し,人口抑制

策の全国的展開を決議したo国務院,科学院はじめ関連機関の代表で構成される ｢計画出産

委員会｣を設立,計画出産弁公室を ｢計画出産指導/ト雄弁公室｣と改め,行政事務機関を整

備したのは73年のことであるoまた,｢晩･稀 ･少 (晩垂軌 間隔出産,少産)Jの思想宣伝が

繰り返され.避妊器貝･薬品も無料で配布されるようになった｡そして農村の出生率はこの

段階で初めて低下傾向を示すこととなる｡

四人組が失脚し,政権が右傾化すると言l画生育運動はいっそう徹底したものとなっていく｡

その背景には.第1次ベヒープ-ムの人口惰性に対する政府の懸念があった078年には ｢最

好 1個,不正2個 (1人が最善,多くても2人)｣の方針が採択され.また憲法にも計画生育

の推進か謁われて,ますます国家事業としての色彩を濃くしていったO中国の人口政策を一

躍有名にした ｢一人っ子政策 (-/(､子女政策)｣が採択されたのは翌79年のことであるOそれ

は ｢晩婚,晩鼠 少産,優生｣を基調に,夫婦当たり子供1人を奨励して今世紀末に人口増

加率をゼロに抑制しようとする画期的な試みである｡

このように中国の出生抑制策は四半世紀にわたってしだいに酎 ヒされてきた｡注目される

のは84年9凡 l人っ子政策に新たな指針が加えられたことである｡ ｢開′トロ,堵大口 (′ト
さく開き,大きく塞ぐ)｣に象徴されるこの方針は,これまでの例外的措置と併せて16ケース

について,1)第2子の出産を容認 (開′畑 )しようとするものであるo これによって,これま

で子供 1人の夫婦のうち第2子を出産する割合は5%程度であったものが,現在では10-15

%まで増加しているという｡2)しかし,この方針は, 一方で計画外の多子出産をより厳しく

処罰する (堵大口)ことをねらいとしており,軸計画な1人っ子政策の緩和でなく,あくま

で引画生育プロクラムを完全にするための弾力的な措置であると説明されている0

2 1人っ子証の恩恵

中国の1人っ子奨励策が短期間でめざましい成果を収めることができたのは,政策を受け

入れることに係わる社会経済的恩恵ならびに徹底した計画出産事務機構の活動に依るところ
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が大きい｡ ここでは,前者についてさらに具体的に述へてみよう｡

中国では,第1子をもうけた後に避妊手術をするか,もしくは第 1子が4歳になった後に

第2了を作らないと宣言すると ｢1人っ子証 (独生子証)｣が授与される｡1人っ子証は,ま

ず1979年にと引Il省で発行されたが,現在では全国省市区の計画生育委員会で発行されており,

この証明書と引替えに夫妻副まいくつかのきわめて魅力的な優遇措置を亨受することができるo

恩典の詳細は市,乱 時には居住単位によって異なるが.主たる特典としては次のようなも

のがある｡

(カ ポ-ナス

給与所得者の夫婦に,1人っ子が14歳になるまで月5元 (地域差がある)のボーナス

を支給｡

@ 土地配分の優遇

農民には自由に耕作できる日常地を追加配分｡

@ 退職金の増額

(む 住居の優遇

㊥ 社会的サ-ビスの優遇

採否所,託児所,幼椎園等への優先入学および病院利用の優先｡無料医療サ-ビスを

行っている省 (四川省など)もある｡

(参 就職の優先

l人っ子の就軌 入隊の優先O夫婦に非農業職を優先的に与えている地域 (広東省農

村部など)もある｡

しかしながら,1人っ子証を受領した後に2番目の子供が生まれた場合には, これらの恩g毎

をすべて返却しなければならない｡そればかりか,3人以上の子供を持つ夫婦に経済的制裁

を与えている省市もある｡たとえは.北京市では,子供の数の増加に伴って所得が削減され

ることになっている｡また広東省や湖南省などでは第3子以上は医療サーヒスの対象から外

されるなど.きわめて厳しい措置がとられている0

3 行政ネットワーク

国家政策としての計画生育運動と大衆の意志を結びつけたのが,中央から地方.そして牧

場へと網の目のように張りめぐらされた計画生育行政機構である｡ この徹底したネットワ-
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クの下で繰り広げられる宣伝教育が人々の自発的な出生抑制を促していった｡

中国の計画生育プログラムを推進する中心的役割りを果たす機関として国務院国家計画生

育委員会が設立されたのは1981年3月のことである (図1)｡同委員会は弁公庁はじめ5つの

局と,その下にIlの課を擁しており,その業務は次のようにまとめられる｡

① 計画生育の方針,政策の策定と実行

㊤ 人口政策の畏敬 中執 年度計画の策定

@ 全国の計画生育の調査･研究,ならびに地方への指導

④ 関連機関との連係による啓蒙広報

㊥ 家族計画に関する科学的研究,および避妊具 薬品の生産,分配

@ 全国の家族計画予算の管理,執行

⑦ 計画生育推進のための組織作り,業務能力と政策レヘルの向上

㊥ 家族計画･人口問題に関する国際協力

ただし,計画生育委員会は関連省庁の派遣委員から成る総合官庁でもあり.衛生執 民生

部,財政軌 国家計画委員会,婦人連合会など,事項によって各関連機関と合議･調整が行

われている｡

地方の実務機関としては各各 市,自治区ことに計画生育委員会とその下部機構がある｡

都市部の場合,職場.学校にも家族計画の指導員がいて避妊薬の配布,計画出産の相談や1

人っ子証受領の説明にあたっている｡また主婦や退職者に対しては各地区の住民委員会に家

族言i画の専門員が配置されているo一方,農村部では郷レベルに計画生育公弁室が,村レベ

ルに計画生育指導中組があり指導員が個々の家庭を訪問して計画生育の知識の普及,教授に

努めている｡ これら計画生育の指導員,専門員の活動は,テレヒ,ラジオ,ポスター等を用

いて行われる宣伝教育とならんで,大衆の計画生育プロクラムへの参加を効果的に推進して

いる｡

4 計画生育プログラムの成果

中国の経験は,経済的に発展途上でありまた農業人口比率の高い国でも,政府の強力な家

族計画運動の推進によって短期間に出生水準を低下させることが可能であることを実証したo

ここでは特に家族計画関連統計からその実績をふり返ってみたいo

まず,新生児の出生順位であるが.生まれた子供が第 1子である割合は.1970年代初頭
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図1 申 国 別一 画 生 育 行 政 組 織 EE]

- (国 務 院 計 画 生 育 委 員 会) -
(1987年5月現在)



では20%強にすきなかったoLかし1978年には30%を過え,｢l人っ子政策｣が施行される
とその数値は加速的に伸び,1983年には56.4%に適した く蓑 1参照)Oこれに対して,やはり

70年代初頭に6割以 Lを占めていた第3子以上の割合は,漸減傾向をたとり86年には173/00,

と過去最低を記録している｡84年以晩 第2子の割合はやや増加を見せているものの第3子

以上の割合は着実に低下している｡この傾向は,すなわち政府の新しい方策 ｢開小口.堵大

口｣と合致するものであるo

ところで晩婚の奨励は,有効な産児制限工作の1つとして70年代初めから計画生育のスロ

ーガンに加えられている｡女子の平均初婚年齢は解放直後からしたいに上昇しており,3)｢晩
･稀･少｣キャンペーンの始まった74年には郡市で23.4嵐 農村では21.0歳と先進国迎みの

水準に達していた｡計画生育プログラムの普及とともに80年代にかけて初婚年齢はさらに少

し上昇したが,農村/郡市の格差を依然として残したまま,現在は都市で24嵐 農村では22

歳前後に安定しているOちなみに1980年9月に改正された婚姻法の法定婚姻年齢は,2歳引

上げられて女子満20歳,男子満22歳となり,世界一の高齢であるo

さらに,避妊実行率については80年代に入ってからも上昇が続き,81年の64.4%から86年

には72.8%に連している｡避妊方法については,過半数を占めていたIUD装着者の割合が減

表1 家族計画関連指標の推移,1981-1986

1981 1982 ユ983 1984 1985 1986

合 計 特 殊 出 生 率

出生児中第 1子の割合 脚

第2子の割合 脚

第3子以上の割合 (勧

平均初婚年齢 (都市)

(農村)

避 妊 実 行 率 (% )

避妊方法 l U D

(%) 卵 管 結 さ つ

精 管 揺 さ つ

ピ ル

コ ン ド ー ム

そ の 他

26 2.5 21 20 20 24

436 516 564 555 502 5I2

26.7 242 246 250 300 315

297 242 190 19.5 198 173

247 249 24,4 242

22.3 221 218 21.7

644 660 700 792

512 503 41.0 399

262 26.8 374 381

10.1 101 129 126

75 76 51 53

28 30 21 24

21 2.3 15 1.7

*全国レヘル

出所･StateFamilyPlannlngCommlSS10nStateStatlStlCalBureau
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'i)傾向にあり,代わって卵管結さつが増えつつあるれ ピルやコンドームに細る者は少なく,

確実性の高い避妊方法が選ばれているのが特徴的である｡

最後に,l人っ子証を受韻した夫婦は,82年には全国で1,400万組に達したと言われており,

その多くは都市居は者である｡妻が再生産年齢にある夫婦すへてのうち, 1人っ子証を受領

したのは,1986年には15.2%と算出されているo

以上のことから,中国の計画生育運動は成功掛 こきわめて迅速に大衆に受け入れられたこ

とが理解されよう｡さらに,70年代の出生水準の低下は,晩婚化よりも避妊の普及によると

ころが大きいと言えそうである0

5 国際協力

中国の人口･家族計画分野への国際協力は,UNFPAはじめ国瞭機関による援助が中心で

あったが.近年は二国間援助,そしてNGOsによる国際協力も増えつつあるO

(1) 国際機関の協力

(ら UNFPA (国連人口活動基金)

1979年,中国がUNFPAに加盟し,人口･家族計画分野での協力を要請したのに答えて,

同基金は80年6月,第1次援助プログラムとして4年間に5,000万ドルの拠出を決定した｡援

助プロジェクトには64年以来初めて実施される国勢調査への協力も含まれていたが,いずれ

のプロジェクトもこれまで中国に紹介されることのなかった新技術,最新設備の導入に重点

が置かれていた｡

1984年6月,同基金は第2次援助プログラムとして85年からの5年間で再び5,000万ドルの

拠出を決定｡そのねらいは中国の人口･家族計画プロクラムをより総合的に向上させると同

時に,人口分野の活動において中国政術の1人立ちを図ることにある｡従来のプロジェクトに加え

て基本テ一夕の収集･分絶 入Uと開発討画,宣伝教育,プログラム評価等に関するプロジ

ェクトが策定された (表2参照)0

これらのプロジェクトの多くは,実際には国連,FÅo.UNESCO,WHO等に実施が委託

される｡と同時に,中国側では対外経済貿易部(省)の調整下,討画境育委員会,衛生弧 教

育執 国家科学院などの協力によってプロジェクトが進められている｡

なお,UNFPAからの中韓への支出総額は1985年までに62845万ドルと算出されており,
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表2 UNFPAによる中国への人口関連援助プログラム

(1980-1989)

MCH/FP活動のサービス向上 6

MCH/FP活動の管理機能強化 6

FP関連研究所の機能強化 3

避妊器具.薬品の生産,改良 8

宣伝,教育 14

人口統計に関する研究.研佳 9

プログラム策定,評価 5

そ の 他 3

計 54件

*実施予定のプロジュクトを含む

出所:UNFPA TnverltOryOfPopulat10nPlo)eCtSln

DeveloplTlgCountl･leSAl･OundthelVozld,

1985/86から集計

これに86-89年度分の予算を計上すると中国への9年間の総拠出額は95043万 ドル (1986年

7月現在)に達するものと予想されている｡

㊥ WHO (世界保健機構)

中国に対するWHOの援助は,主として衛生要員の訓晩 保健衛生分野における研究の促

進,環境衛生,予防医学等の分野であり,中国衛生部との協力体制のもとに実施されている｡

これまでに上海家族計画研究所,北京医科大学への研究助成をはじめ,IUD,ピルの効力と

安全性の研究.避妊器具･薬品の開発研究にも協力を行った.また延べ89人の中国人科学者

を研修員として国連諸機関に掘遺しており,その拠出鰍 ま190万ドルに達しているo

(2)二国間協力

(》 国際協力事業団 (日本)

中国は日本にとって第 1の援助受取国である.人口･家族計画分野では.1982年,国際協

力事業団が国家生育委員会との間に初めて5年間の技術協力をとり決めた｡主たる協力の内

容は,計画生育宣伝柄の整備,計画生育に関する統計 ･評価のレヘルアップ,および関連人

材の養成である085年度末までに受け入れた研修員は40人に達し,また総額8億 6,903万円

の機材供与を行っている.
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㊥ lDRC(lnt8rn8tIOn8IDevelopmentR8S8arChCenter.カナダ)

1983年に行われた人口調査のパイロット･スタティに引き続き,新たに6地域で人口･家

族言佃 に関する統計を整備するために,1986-90年に338,200トルの資金協力を行っている｡

また,中国における人口と経済の関連について研究を推進するために,北京のInstltuteOf

lnfotmatlOIlandCont70l,ならびに香港のChlneSeUntversltYに219,000ドルの研究助成

を行った｡

なお,二国間援助としては, この他にアメリカ (センサス局),デンマーク.ノルウェー,

イギリス,フィンランドの例があるが.いずれも歴史は浅く,協力の規模も′トさい｡

(2) NGOs(非政府機関)の協力

① lPPF(国際家族計画連盟)

民間レヘルでも計画生育運動を推進するため,1980年に中国計画生育協会(chlnaFamily

plannlngAssocLatlOn)が設立され.同協会は翌年,世界的な家族計画推進団体であるIP

pFに加盟した｡活動の内容は,家族計画の宣伝教育に携わる人材の育成,組総の強化が中

心であるが,85年には宣伝教育のための機材供与も行っている｡86年には732,000ドル,87年

には806,000ドルの予算が計上されている｡

また,E]本の家族計画国瞭協力財団 (JOICEFP)紘.84年からIPPFの拠出金によって,

母市保健や寄生虫駆除を家族計画に統合させる独自のプロジェクトを,江蘇乱 山東省にお

いて実施している｡

上記の機関の他には,たとえばPoputattonCounclIは家族計画プロクラムの評価を.ま

たPIACT(Program forthelnternattonalAdaptationOfContraccptlVellechnology)

は避妊器具･薬品の改良,生産拡大といった分野での協力を行っている｡さらに米国のロッ

クフェラー財軌 ま,医学 ･生化学分野の人材養成を行うと同時に,ハ-/i-ド大学やハワイ

東西センターとの協力で実施される共同研究の助成も行っている｡NGOsからの中国への協

力は,いずれもまだ規模の小さいものであるが,プロシュクトの数はしだいに増加しており,

今後とも様々な機関からの援助協力が予想される｡

汰

1) たとえば,職員労働者および都市住民のl人っ子男子と1人っ子女子が結婚してただ1人の子供

を持つ場合,農民夫婦の双方が少数民族であり.かつ1人の子供を持つ場合,再婚夫婦の再婚前の
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子供が2人以内である場合などがあげられている｡

2) 孫練乳 ｢ゆEg計画生育史稿｣,北方婦女児童出版会,1987年
3) 1950年代の平均初婚年齢は都市で20.1歳.農村で188嵐 1960年代にはそれぞれ221歳.194歳

と推計されている｡
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第5章 保健医療の概況

中国の保健医療状況を判断する上で十分な資料が得られているわけではない｡しかし全国

レベルの資料が無くとも,省･市.県レベルのデータからでも,ある程度現状を推測するこ

とが可能なため,それらの資料も利用した｡

1 死亡および保健 ｡医療関連統計

(1) 粗死亡率 l･2)

人口千人に対する死亡率は,1965年に9.50であったが1985年には657と,20年間に約30%

減少したO都市と農村とでは,郡市の方が低い｡1960年の死亡率は大飢鰻の影響できわめて

高い値を示している(衷1)0

(2) 乳児死亡率

出生干対で示し,国や地域の保健衛生状態を反映する重要な指標である｡解放前は200前

級,1954年は1385ときわめて高い値であったが3),1981年の全国レベルでは34.683)に対し

て1982年の北京等20都市の平均は13.0,上海等12省市49県の平均は222,1985年吉林省は

9.88と地域差が顕著である(表2)4)oまた北京,上嵐 天津市区での値はさらに低く(表3).

都市化が乳児死亡率低下に貢献している｡今後農村地区の改善が望まれる｡
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表l 死亡率

(人口1.000対)

出所●文献1,2(3

)新生児死亡率生後4過未満の死亡である.全

衷2 乳児死亡率ことが推測できる(表3)｡ 出所

'文献3.4.(4

) 妊産婦死亡率妊産婦の保健水準の指標として重要で,出生力対で示す｡全国レベルでは,

解放前の150が近年5まで下降した3)｡しかし表3の3市区の1984年の値から見ると,北京

と上海は1以下,天津が24と少し高い｡1984年の日本が1.5,カナダ0.32,ニューシ-ランド0.

58に控も敵する市区もある｡出生率の低下.施設内分娩の増軌 人工流産の増加 (1982年

吉林省調査では既婚女子の38.13%に相当4)),衛生状態の向上,母子保健対策の向上等が

考えられるれ 国の人口抑制政策とも関連していると思われる｡しかし,農村部の統計が明らかでないため,こ



義3 各市の乳児死亡率,新生児死亡率および妊産婦死亡率の年次推移

年次 北 京 城 区 上 海 市 区乳 児 新生児 妊産婦 乳 児 新生児 妊産婦 乳

児 新生児 妊産婦死亡率 死亡率 死亡率 死亡率 死亡率

死亡率 死亡率 死亡率 死亡率ー952一g57 65.735.4 35.9l8,i 2.8 37,724.9 10.3 18.61.1

46.832.0 l3.2 2,61.32.41962

21,7 ll.3 20.7 9.0 21,I ll.4

1975 12.4 7.9 1十tl 7.1 0.8 14.

7 7.61980 10.4 7.1 1.3 】0.8 6.8 十Ⅰ 10.8 7.5

1984 10.3 6.7 0.3 13

.5 8.7 0.6 ll.2 6.7出所 ●文献3の値が

中国全体を代表すると考えることはできない｡(5) PMl(Proportl0nal

Mortality Indicator)総死亡数に占める50歳以上の死亡割合

(%)で,死因不明でも年齢階級別死亡数がわかれば計算できるため.発展途上国の衛生状態を判断する

のに用いる｡全国レベルの資料は無いが10省の年齢階級別死亡数 (1981年)5)が入手できた

ので, これから計算した｡日本は880(1984年)で,高齢化を迎えた先進国では90以上の値を示す｡

北京や上海では80を超えているか.50以下の地区もある(表 4)｡PMlの高い地区では,成人病死亡率も高いと考えられ

よう｡

蓑4 10地区のP

MI地 区 名 PM

l(形)北 京

800天 津 7

99遼 寧 7

32上 海 83

8福 建 6

69出所 文献5 -37
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(6) 死産率

自然死産と人工死産があり,自然死産のデータはない｡人工死産数については1971年～

1984年の14年間に101,029.422件あった3)ol971年の3,910,110件から年々増加し,1983年の

14,371,843件をピークに減少を始め,1984年は8,890,140件となった.人口政策と密接な関係

がある｡

(7) 平均寿命

1949年の35歳から1970年代までに大幅な伸びを示した｡表5に示すように女性では1985年

に70歳代に遷した6)｡日本の女性が70歳に達したのは1960年であった｡またtown(7140歳),

clty(70.87歳),rulalarea(67.1億 )と地域格差も見られるが,2000年には72歳を目標としている04)

蓑5 平均寿命(歳)



どっている｡同時に職員数もそれに応じて増加しているo衷6には,1985年の機関種税別

の機関数,ヘット妻乱 職員数を示した.また表7ほ.職員の/J)頬をし,1984年と1985年の実

数と対前年比を示した｡看護師,助産七 の減少がみられるが.他は増加傾向を示す2)｡一

方,1986年末までの病院数は230万 (対前年比3.2%増),医療専門家351万人 (対前年比29

%増ゝ このうち医師は144万人 (同19%増),看護婦68.1万人 (同6.9%増)とあり7),蓑7

と多少食い違いがみられる.また,結核の施設や職員について表8に示した8)oLかしいずれ

にしても,近年.施設の拡大と整(乱 医師の増員,はだしの医者の再教育と再配置が推し進

められている1)0

㊥ 医学教育施設

はたしの医者は,現在養成訓練を受けて専門認定試験に合格し,郷村医者となる者が多く,

1982年に40万人となった｡農村医療は郷村医者によって維持されているという9)｡中国の高

等医学教育機関は134校あり,その内訳は表9に示す9)0

@ 社会福祉施設

1984年,農村で集団から保護を受けている障害者 ･老人 ･児童は271万人いる｡農村部の養

老施設は約2.1万,収容人員24.1万人 都市部の社会施設は約1,200,収容障害者 ･老人･児

童は約7万人 貧困家庭の農家助成は約243万戸になっている4)0

(2)利用状況

衰10,11に医療機関の利用状況を示した2)｡また1985年5月～11月に自治区10省28万人の

農村住民調査では.2か月間の平均診療者は,延べ1,000人当たり97人 診療回数は年 1人当

たり2.6軌 通院は年間1,000人当たり延べ32人 通院日数は年1人当たり延へ0.5人という結

果が得られたOさらに,訪問医療制度による在宅看護による家庭ベッド利用状況は.1984年

に49万台あり,診療延へ人数は739万人 ベパ 1台当たりの平均使用日数は44.2日であった2)O
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蓑6 衛生税関,ベッド,人員数

(】985年)

機 関 類 別 機関数(ヶ所) ベット数(万台) (万人) 実生技賀 姦宗実昌 管- 貝

一般職員総 計 200.866 248,7 431.3 341.1 4.6

35.9 49.71.医 院 合 計 59,6】4 222.9 299.9 236

.3 0.8 24.9 37.9山 県 .県 以 上 の 医 院 小 計 ll.497 lL38.7 20

5.3 154.6 0.7 17.6 32.4総 合 医 院 8.748 11

1.5 156.0 ll8.8 0.5 12.8 23.9中 国 医 医 院 1,414 10.2 15.0 ll.9 1

.4 1.7医 学 院 . 校 付 属 医 院 173134 8.I 1.3 2.7伝 染 病 院 2.

3 2.6 1.7 0_3 0.6精 神 病 院 348 6.8 5.

2 3.4 0.6 1.2結 核 病 院I 二.さ二 117 2.8 2.7 1.7

0.304 0.66児 童 医 院 27226 2.40.6 4.l 3.1】,2 0.9

0.1 0.0.2ー1ハ ン セ ン 氏 病 院職 業 病 院 5336 1.30.4 0.3 0.20.4 0.3 0

.1 (.0.i癌 医 院 26 0_6 I.0 0.6 0.1 0.2

そ の 他 の 特 定 病 医 院 150 i.7 2.5 】.7 0.

1 0.2 0.512ー農 村 衛 生 セ ン タ - 47,387 72.1 90.6 78.4 0.I

6.9 5.2(3) そ の 他 の 医 院 730 2.1 4.0 3.3

0.4 0.341 0.1 0.1 0,1 0.8 i,62.療

養 院 . 所 640 10.6 5.1 2.5 0.13.外 来 診 察 部 , 所 126,604 8.8 63.3 58,5 0.1 2

.4 2,24.特定病予防治療所 .ステ-シヨソ I.566 3.0 4.7

3.5 0.2 0.6 0.6結 核 病 予 防 治 療 所 533 0.2

1.3 I.0 0.2 0.2そのうち.職 業 病 予 防 治 療 所

99 0,2 0.5 0.4 0.i 0,】5.衛 生 防 疫 ス テ - シ ヨ ン 3.410 0.I 14.5 ll.4 0_2 I.5 I,4

6.婦 女 . 児 童 専 門 保 健 所 2.724 1.



蓑7 衛生機関の各種人員数

人 員 分 類

単位 一万人

1 全 国 総 引

衛 生 技 術 員

そ の 他 の 技 術 員

管 理 人 員

一 般 鞄 員

2 衛 生 技 術 人 員 分 類

中 国 医 術 の 医 師

西 洋 医 術 の 医 師

中国 ･西洋結合医術の高級医師

看 護 師

漢 方 薬 剤 師

西 洋 式 薬 剤 師

検 疫 師

そ

中

西

看

助

漢

西

検

の

の

の

術

術

他

八

J･LJ.

の

国

洋

謹 土

産 士

方 薬 剤 師 士

洋 式 薬 剤 土

疫 士

そ の 他 の 技 士

その他の中国医術の医師 ･士

看 護 員

漢 方 薬 剤 員

西 洋 式 薬 剤 員

検 疫 員

そ の 他 の 初 級 衛 生 技 術 員

3 人口千人E:との平均衛生技術人員

そ の う ち . 医 師 ･ 士

出所 :文献2
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蓑8 全国結核病院軌 ベッド軌 桜員数の状況

蓑9 中国医科大

学の分類分 類医 科 大 学

漢 方 医 村 大 学総

合 大 学 医 学 部薬 科 大 学

医 学 専 科 学 校鐘順 方医科大学以外はすへて西洋医学によ
るO (1985年現在

)出所 ■文献9表10 医院診療延べ人数およ

び入院人数出所 文献8医 院 類 別 診療延べ人数(延べ万人
) 入院人数(万人)

総 計 外来 .急診総 計 233.140 22

5.226 4.33l 1.82 1.92l22,5

19 113,730 2,539 2.07 2.23衛 生 部 門

72,140 70.072 1.862 2.58 2.66工業およびその他の部門 43.132 36.551 611

1.42 1.67集 団 所 有 制 7.247 7.ー07 66 0.9

1 0.93農 村 衛 生 セ ン タ - Ilo.034 106

,049 1.771 l.61 1.67そ の 他 の 医 院 5,587 5.447

2ユ 0.38 0.39(注) 本意は全国127万の外来診察部･所 (各種外来診察機構)および778万の農村衛生



蓑11 県および県以外の医院ベッド使用状況

年 度 TJツト低額 項
院患者 の医 院 類 別 回 数(LHll = (‖1 (形) 平

均入院日数LHl19751980Ⅰ984l985 合 計 20.1 30

4.8 83.5 ユ4.4衛 生 部 門 20.915.520.7 SID.I 85.0 14,

1276.6 75.8 1

6.6A 計 302.0 82.5 14.

0衛 生 部 門 22.1 313.6 85.7 13.7

工業およびその他の郡門 15.6 258.

8 70,7 15,6A 計 18.9 303

,i 82.8 15.3衛 生 部 fl1 20.7 321.2 87.8 14.9

14.6 253.1 69.2 16.3

集 団 所 有 制 13.4 302.3 82.6

20.9A 計 18.1 302,

0 82.7 15.8衛 生 部 門 19.8 320.9 87.9 15.4

l

4,2 253.6 69.5 16.5集 団 所 有 制 13.9 297.5

8l.5 19.43 死因 ｡疾病構造

川 死因の動向

死因統計がどのような過程を経て集計されているかわからないが,Tf鳩 よび県レベルの十大死因の年次

推移が得られている1,2)o① 十大死因について1975年～1984年までの

13-28市県の七大死因の経年変化3)を図 1に,1984年の市と県の 卜大死因3)を蓑12に示したo 呼吸器系疾患 消化器系疾患等記載方法に若干



図1 都市における主要7大死因の年次推移

0

0

8

6

死

亡

率

(人
口
10
万

対
)

1957 1963 1975 1980

】984年出所 :文献3消化器,肺結核,中毒,伝染病は,県の方に高い傾向が見られる

｡さらに,市と県の性別十大死因 (表13)2)をみると,順位に若干違いが見られるが.成人病が上位を占め,市での女

性の肺結核が低く,県では肺結核,伝染病,新生児の多いのが目につくO㊥ 伝染病

および非伝染性疾患の動向衰14に全国の伝鞄病の発生率お



蓑12 市と県の十大死因

市の十大死因 市 輿 日 本死 亡 率 絵死 亡 に 死 亡 率

(1985年)(10万対) 占める割合 (1

0万対) 占める割合124.64 22.65 168

,75 24.57 117.3日6.27 21_13

loll.83 15,31 112.2116.18 21.ll 102.96 15.03 156.

I3.748.36 8.79 8

3.31 12.1623.76 4.32

38.62 5.646 外 傷 19.36

3.52 22.07 3.227 肺 結 核 10.17 1.85 28.51 4.1

68 中 旬 10.17 1.85

29.2916.26 4.282.379.48 I.7210 伝染病(除肺結核) 8.14 1.48

(1984年 .市は北

京等28の全市又は部分巾.県は上海等70県と部分公社)(注) 市を基準としたため,県の粕位は異I

j:るO出所 :文献3

表13 市と県の性別十大

死因順位 市 の 十 大 死 因 県 の 十 大 死 因男 性 女 性 男 性 女

性1 悪 性 新 生 物 心 疾 患 心 疾

患 心 疾 患2 心 疾 患

3 脳 血 管 疾 患 悪 性 新

生 物 脳 血 管 疾 患 悪 性 新 生 物4

呼 吸 器 系 疾 患5 外 傷 消 化 器 系 疾 患 消 化 器 系 疾 患

6 消 化 器 系 疾 患 外 傷 外 傷中 毒

7 肺 結 核 中



蓑14 全国伝染病発病率および死亡状況

病 名 発 病 率 死 亡 率 致
命 率(10万対) (10万対)

(形)紘 1.03Li.35 I

.98 0.19ペ ス トノヾ ラ コ レ ラジ フ テ リ ア 0.16 0,00 0.600

.33 0,04 lO.88流行性脳脊髄膜炎 ll.64 0.58 4.95

百 u 咳 20.96 0.03

0.15狸 紅 熟 5.73 0

.00 0.08麻 疹 60.

14 0.28 0.47380.21 0.02 0.0ー

赤 痢 374.96 0.2

l 0.059.70

0.02 0.2567.

55 0.20 0.290.16

0.00 3.08脳 炎

2.55 0.23 9.01マ ラ リ ア 87.7() 0.00 0.00

0.01 0,00 2.6

5ロ シ ア春 夏 脳 炎 0.02 0.00 5.80

つ つ

が 虫 病 0.12 0.00 0,l7出 血 熱 8.82 0.28 3.

22レプ トス ピ ラ症 3.60 0.07 2.01出所.文献3予防の可純な伝染病が多々見られる｡ これ以外

にいくつかの疾病について報告がある08)1)地方病として克山病 (Keshan病),

カシソへック病 (約176万人),地方性甲状腺腫(約1,390万人)等がある｡2)寄生虫疾患と

しては,住血吸虫症,フィラリア症,マラリア等が大きな問題である｡フィラリア症は現在141,9万人 1

985年11月までに全国864のフィラリア流行県のうち,660県 (764%)で消滅した｡マラリアは,1983年の調査で5667万人の血液検査にて原虫陽性者



陽性率を見た｡

3)カラアザール病は1952年約53万人が1980年には0となった0

4)天然痘は1961年に27例の発4=以後,新たな発生は鰍 ､0

5)流行性脳脊髄隈炎の発症率は . この30年間に3蜂性の流行があり,現在下降しつつあ

るが,死亡率の顕著な改善が見られない (図2)0

6)結核は犠牲疾患として先進国といえとも多くの死亡者を経験してきたoLかし中国で

は改善しつつあるが,地域格差が大きい｡

7)ライ病は,解放初期に約50万人いたが徐々に減少し･2000年までに消滅させる予定で

あるという｡

図2 1950-1983年全国流行性脳脊髄膜炎発病率および死亡率

1950 1955 1960

出所 ●文献8

I985 1970 1975 1980

以上疾病構造を見たが,1985年ではウィルス性肝灸 ジフテリア･百｡咳割5種の急性伝

染病の羅患率が1983年より20%減少し2),1986年には前年より40%も減少した7)o予防接種

を300万人以上が受けた効果であるという7)o今後,感染症は減少に向かい,成人病のような

慢性退行性疾患による死亡率の増加 ).とくに都市で問題となるであろう｡原因究明の疫学

調査と,予防対策が今後の課題である0
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4 環境衛生

資料としては十分得られていないo

(1) 上 水

1981年の水道給水は221都市で,普及率は85.2%,1日給水量は3,257万 トン8と一九 1985

年の都市での給水管の長さは6,735km,年間給水量は128倍 トン (生活用水51.9倍トンを含む)O

水道水使用人口は9,4243万人 l人当たりの平均使用量は15iOe/日となっている2)0

(2) 住宅環境

都市住民の住宅環境は,年々改善されている｡1978年と1985年の1人当たり平均居住面積

を比較すると,都市では42から6.7nfEE,農村では81から14,7m2になっている2)o

(3)農村衛生事業

農村末端衛生組続の建設と管矧 こついては,次のような状l兄にある2)0

1)村が集団で行っているもの,および郷村医が請け負っているもの - 50.93%

2)郷村医 (衛生員)が連合で行っているもの ･. 10.8%

3)個人で行っているもの

4)衛生院が設置したもの

全国の農村の87%前後の行政村が衛生機構をもつ｡また全国の40%の郷村衛生員が.郷村

医の証明証を獲得している2)0

文 献

1 tlコ国統計年鑑1986

2 中国百科年鑑1986

3 中国接i生年鑑1985

4 中華人民共和EEF人口家族計画第二次基礎調査報告書15-39見 国際協力事業団医療協力部,昭和61

年3月
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5 中国1982年人口普査10%抽詳資料 国家統計局人口統計司,国務院人口普杢弁公宝編446 465fi,

中国統計出版社

6 Fu払 erlnCleaSelTllireexpectancyOfChlna'spopulat10†1.ChinaPoplllah0n

NewsLeuer3(4),22.1986.

7 110spltalbedsnumbered2.300,000.ChinaPopulation NewsLetter4(2).14.1987
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第6章 現地調査報告

1 吉林省概要

(1) 吉林省の社会経済的背景

Ltl 風 土

吉林省は,中国東北地方の中央部に位置し.東経1220-1310,北緯410-L160に位置し,線

度的には日本の北海道とほぼ同じところにある｡省面積は18.7万krGでE]本全体の約半分の広

さである｡吉林省は.東南部に長白山山脈をいただき,朝鮮民主主義人民共和国と国境を接

し,南部に遼寧乱 西部に内蒙古自治区,北部に黒竜江省と接している｡地形的には,雄大

な長白山系から北および北西にかけて,緩やかに低くなる広大な丘陵地および平原が連なっ

ているoLたがって,吉林省内の主要河川のすべては,北方に向けて流れている.気候は,

亜寒帯大陸性気候であり.年平均気温が4℃～5℃と低く,冬(10月～4月)が長く,春 (5

月),秩 (9月)が短い (夏は6月～8月)｡降雨量は,長春市で年間600nE)と少なく,降霜日

は年間160日も有る｡ このため冬期に緑色野菜が不足する｡

天然資源は豊富で.石亀 石軌 ニッケル,金.軌 その他の鉱物など,全国屈指の産地

となっており.牧畜 (辛,午,局),農業 (大豆,高梁,トウモロコシ,甜菜.亜麻など)ら

盛んである｡

総人口は2.298万人,人口密度は123人/はとなっているo総人口のうち農村人に=ま45%で,

都市人口 (城鎮人口)は55%を占める｡民族的には漢民族が92%を占め,少数民族は8%で
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ある.少数民族のうち朝鮮族が110万人で少数民族中の60%を占め,次いで満州族52万人 28

%,回族11万人 6%,蒙古族9万人 5%,その他のシホ嵐 チワン鼠 ミャオ族なとと

なっている｡朝鮮族は延辺地区にもっとも多く,吉林および通化地区に多いO満州族は吉札

四平および通化地区に多く,長春市および田平市に広がる.回族は長泉 苦杯,四平,通化

および自城地区に比較的均等に分布している｡蒙古族はその90%が白城地区に集中しているO

蓑1 気候条件比較表
(195l～80平年値)

丁 で 平均気温(℃) 降 水 量 (m)北 京 可 長 春 可 東 京 都 北 京 可 長 春 可

東 京 都1月 3.

0 3.5 542月

7.4 4.6 633月 4.5 3.5 8.4 8.6 9,1 1

024

月5月6月

7月 192.5

183.5 1258月

9月io月

l上月 6.6 11.5 9312月 2.6 4

.4 56全年

出所:中国統計年鑑1986.日本統計年鑑1984㊥ 産業

構造吉林省の産業構造を社会総生産額で見ると表2のようになる｡ これを見ると,各産業部

門の過去10年間の構成割合は基本的にあまり変化はなく,わずかに工業および運輸通信業がシ

ュァを小さくし,建設業および商業がわずかに増加しているOまた.I.業が産業構造の60

%近くを占めていることは,吉林省が工業を主とした省であることを特徴づける｡-方,

商業が6%に達しないシェアであることは,通常の資本主義経済国には見られない構造であ

るO産業構造に占める商業のシェアがこのように低いことは,中国社会主義経済体制の下では,

商業部門を代替する何らかの機能が,他の産業部門 (たとえば



表2 吉林省の社会総生産観
(単位 '侍元)

(注) 当



表3 吉林省の就業構造
(単付一万人)

年次
紘 工 業 農 業 その他 国営部

門 その他1975

1978

1980

1983

1984(注)

カッコは構成比出所:吉林省統計局 F吉林統計年鑑1984

j1985.8(2) 行政機構と政策実施のプロセスQ) 行政機構中国

の現在の行政機鰍 ま1982年憲法に基づいたものであり,省以下の行政機構を吉林省の例

で見ると次のようになる｡まず地方自治体としての吉林省人民代表大会と吉林省人民政府がE

l本の県に相当するものとして存在し,その下に,やはり地方自治体としての取 自治州およ

び地区があり.それぞれ人民代表大会と人民政府を持つo自治州および地区は,吉林省の

場合,主として少数民族の集中的な居住地域である｡ これらの市,自治札 地区の下に,地

方自治体である区,県,および市があり, このうち,市は名称は前の市と同じであるが,1

級下の市である｡ この市の違いを明確にするため,省のFの市は省轄市といわれ,自他州およ

び地区の下の市を県級市という｡省轄市は大都市,県級市は小都市と見ることができる｡省

轄市には固有の都市部を意味する区があり,前述したように自治権を持ち,人民代表大会と

人民政府を持つoまた,省轄市は,区と同格の都市域ではない,農村部を意味する県という地方自

治体を管理する｡吉林省の省轄市のうち,最春市 (省都)と吉林Tfl'は,都市域の区と

一緒に,農村部を持っており, これは行政的名称は区となっているが,一般的に郊区と称さ

れる｡以上の地方自治体は,立法機関として.少なくとも年に 1回開催される人民代表大会

と,それが選出した常設の人民代表大会常務委員会とが存在し,行政機関として,人民代表大会が選出した省長,市長,区民 県長等人民政府組親が存在し,さらに司法機関として,

やはり人民代表大会が選出した人民法院院長が存在する (人民検察院院長も人民代表大会が

選出する機関となっている)｡このうち.省,省轄市,自治札 地区の人民代表大会議員は下級自治体の人民代表大会によって選出され,任期は5年である｡



表大会議員は,住民の直接選挙によって遠出され,任期は3年である.また,それぞれの人

民政府の長を初めとする組総人員の任期は,人民代表大会議員の任期と同一である｡

区および県以下の行政機構は,区を除いて,鎮および郷という地方自治体がある｡ このう

ち,鏡はE]本の自治体の町に相当し,郷は日本の自治体の村に相当する｡ これらの鎮および

郷は,住民の直接選挙による人民代表大会と,人民代表大会が選出した人民政府 (鎮長,郷

良)を持ち,いずれの任期も3年であるo県内の人口は,一般にすへて農村人口とされてき

たOしかし,最嵐 県内の鏡の人口が都市人口とみなされるようになったと思われるO この

結乳 中国の最近の人口統計では郡市入日が1984年を境に飛躍的に増加しており,計数上の

穀合性がなくなっている｡

区および郷鎮以上の行政桟鰍ま1982年憲法の定める地方行政組織であり,自治権を有する

が,それ以Fは,上記自治体の末賭行政組織の一郎と見ることができるoたとえば,区の中

にはところどころに街道弁事処があり,日本の区役所の出張所の役割を果たしており,区内

の地域ことに居民委員会か組織され,さらにその下に居民′ト組があって,日本の自治会や隣

組に類似した組織となっているoまた,郷の中には自然札 開拓村11どがあり,村内にはい

くつかの村民小組が組続されている｡

以上の行政桟横を,吉林省について図にまとめたものが図 1であるoただし,区.県,

節,鋲,郷の数などは,人口増加,都市施設の発達状況によって変更されることがある｡

㊥ 政策実施のプロセス

吉林省における厚生行政の実施プロセスを,現在,中国でもっとも重要な政策課題のlつ

となっている家族計画 (｢計画生育｣)政策を中心として調査を行なったo この点を中心に

検討してみよう｡

く家族計画政策の実施組織>

中国の家族言1画政策の実施組梯体系は図2のようになっており,吉林省においても省級以

下の各組織か活動を行なっている｡ このうち,家族言佃 政策の第一義的な責任組鰍 ま,｢計

画生育委員会｣の組総系統であり,中央 - 省 市 県 - 鎮または郷の各段階の行政

組考掛こおいて ｢計画生育委員会｣が置かれている｡ この組織系統の中には,国営企業等大企

業の中にも行政組桟に準じた ｢計画生育委員会｣が置かれている.また.住民自治組織であ

る村,町などにも｢言寸画生育｣担当者が置かれている.吉林省｢計画生育委員会｣には, こ

の他薬異所,計画生育研究所,育成センタ-,宣伝センタ-が置かれているoさらに.市以
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図 1 吉林省行政鴇構図

(1985句=2月末現在)
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図2 家族計画政策の実施組稔体系図



下の各段階には薬具所およびサ-ヒス･センターが置かれ,末賂住民にきめ細かな家族計画

の普及が計られるようになっている｡

中国の家族計画政策は,たんに｢計画生育委員会｣の行政業務ということに留まらず,そ

れ以外の多様な組織が政策実施に携わっている｡それらは,まず.国務院の行政純綿および

省.市,県等地方自治体の医療.保健.衛生を主とする関連部局である｡次いで,中国共産

党,中国共産主義青年EfL全国絵労働組合,全国婦女連合会など.党組軌 団嵐 労働組合

などの組続が,それそjl行政組織の各級に対応して ｢計画生育｣担当組織を置いている.さ

らに,中国計画生育協会が中丸 省,市,県に置かれて教育･広報活動を行なっている｡そ

の他,各大学や中国人口学会等学術機関でも,家族言1画は重要な研究課題のlつとして位置

づけられている｡

このような多面的な家族計画政策の実施体制がとられている中で,住民への政策的アプロ

-チは具体的に次のようになる｡くわ省,ffJJ,県,鏡,郷の各地方自治体 (人民放射)の ｢計

画生育委員会｣および関連行政部局からの住民へのアプローチ,㊤中国共産党を中心とする

労働組合,団体等の地域末端組織からの住民へのアプロ-チ,㊥各職場単位での上記①およ

び㊥による従業員,労働者へのアプローチがなされる｡とくに,国営企業や集団企業におい

ては,企業経営組織と労働者組織との一体的な ｢言佃 生育｣政策への取組みがなされているO

く｢1人子政策｣の輔強>
中国政鰍ま,1981年から今世紀末までに農工業生産額の4倍増を目標とし,同時に,今世

紀末の総人口を12億にとどめたいとしている｡そのための人口政策として,日 人子政策｣

の実施を強化してきた｡｢1人子政策｣は, これに関する経済的,社会的インセンティブま

たはディス･インセンティブによって補強されており,それらの補強措置は,全国的に一般

化された枠組と,各省の独自の捨置と,国営企業や集団企業の経営能力にまかされる措置と

がある｡吉林省における ｢1人子政策｣の補強措置は現在次のようになっている｡まず,農

民に対しては,① ｢1人子｣の認定を受けた農家に対する,毎月5-6元の現金による描助

金支給,㊤土地割当の優先権,④果樹の植林増の承認,④農産物の自由販売枠の増加.㊥肥

料割当の増加,㊥家族人員の農村行政機関への優先雇用,㊥その他集団企業等が定める手当,

などがあるo次いで都市住民に対してほ,①家賃捕軌 ㊤産休の1カ月追加,㊥年PRq,lカ

月分の給与相当額の生構補助金支給,④6カ月間の子供の学業手当支給,⑤幼稚鼠 上級学

校-の優先入学,⑥国家機関,企業への優先雇用,⑦その他企泉 機関等が定める手当,な

どとなっている｡これらのインセンティブに対して,｢1人子政策｣を守らなかった住民に
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対するティス･インセンティブは,①所得の5-10%の罰金を現金で徴収する,④農民では,

生産物の追加的供乱 ㊥既得土地割当の削軌 ④地域によって,一定額の社会的負担金の徴

収 などが実施されている.1)これらの吉林省における ｢1人子政策｣の揃韓措置は,省.ill･,

県なと地方自治体からの直接的な行政措置と,国営企業および集EB企業などにおける企業内

措置とがあるが,後者の措置が先贈位で実施される｡ この点 日本など資本主義諸国と違っ

て,社会主義国中国では,企業に-定の独自性を認めるとしても,勤務先企業と行政機関と

の一体的な政策実施がなされている｡

<個捧戸への新しい対応>

1980年代に入ってからの新しい経済政策と新憲法の制定に伴なって,最近,｢個体戸｣と

称される自由経営者が急増している｡現在は個人または数人の共同経営による小規模のものが

多いが,巾にはかなりの被雇用者をかかえる企業体的なものも有る｡これらの個体戸は.従

来の勤務先組織や行政相続では把握しきれない住民層の出現をもたらしている｡すなわち,

企業組続や団体組織から独立し,住民自治組織の活動範囲を越えた営業活動をし,地方自治

体が直接的に管理しなければならない住民層の増加となっているOとくに,｢1人子政策｣

のインセンティブ,ティス･インセンティブは個体戸に対しては実質的な措置が及ばない部

分や,経済的に効果がない措置になったりする部分が多いため.地方自治体の個体戸に対す

る新しい行政対応が必要となっている｡このため,吉林省内においては,医嵐 学校なと公

的機関･制度の利用に際して,しだいに受益者負担の政策が強められている｡すなわち,潤

体戸の市民は,国営企業や集団企業なと勤務先での政策と一体になった福利厚Lj･.サーヒスを

受けることができないため,医療,教育,住宅,年金など,基本的生活を支える多くの分野

で全領自己負担したり,自分で準備しなければならなくなっているO このような剛本戸の増

加は,--･方で経済活動の発展を伴なうが,他方で ｢計画生育政策｣の徹底ができない部分を

拡大する危険性も伴なうO

<現場経験の政策へのフィード･バック>

中国の ｢1人子政策｣は1978年から始まり.1980年代に入って -般化する｡1980年の婚姻

法改正,1982年の憲法改正によって ｢言個 生育｣が国民の法的義務と定められたと同時に,

1980年の共産鄭 卜央委員会の党員に対する ｢1人子政策｣の指導指示書2)によって政策の具

体化が進められたoLかし,日 人子政策｣の画一的な実施は実現性もなく,政治的にも好

ましくないため,例外措置が設けられた｡例外措置は最初4項目有り,①子供に身体障害が
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有る場合,㊥養子があった場合,⑨再婚の一方に子供が1人有った場合,④夫婦とも少数民

族である場合,については2人Elの子を持つことが認められていた.その後,｢1人子政策｣

の実施過程における色々な経験や末端での多様な意見を反映して.例外措置の増加が行なわ

れ,各省にも若干の自主判断が認められるようになった｡吉林省における ｢1人子政策｣の

例外事項は,現在,次のようになっている.

1 遺伝病以外の身体障害がある子の場合

2 養子の場合

3.夫婦とも1人子である場合

4.帰国華僑の場合

5 再婚の一方が子供2人の場合 (1982年には,子供1人の場合)

6. 2世代以上1人子である場合

7.夫婦の一方が1人子である場合

8.大場の一方が身体障害者である場合

9 二等乙級の障害者である場合

10.兄弟のうち1人のみ出産可能の場合

ll.少数民族の場合 (双方少数民族であることから,1984年から片方少数民族であること

になった)

これらの2人目の子を出産することができる例外事項は,吉林省では1984年から実施され

ており,3)省内における行政上の様々な経験といくつかの出産調査を政策に反映させたもの

となっている｡

(3)人口および計画生育の実情

0 人口動態の変化

吉林省における1949年以降の出生率,死亡率,自然増加率の変化は,図3に示す通りであ

る｡吉林省における出生率の変化をみると出生率は,1962年以降72年にかけてピークがあり,

ヘヒープ-ムが観察される｡80年代以降の出生率動向については,後に述へるが,ベビーブ

ーム世代が再生産年齢期を迎えたこと,計画生育政策の緩和等の影響で,この期問において,

出生率の小さなど-クが観察されるO吉林省においてとくに注目すへき点は,死亡率の水準

が全国レヘルと比較して,早い時期に低下し始めていることであるo死亡率が低水準である

ため,自然増加率のトレンドは,出生率のトレンドを反映しているoこの低い死亡率は.ま

た,出生率低下に影響を与えていると考えられる｡
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@ 出生力の動向

吉林省における年齢別出生率の変化をみてみると,出生率は,特定年齢階級に集中してい

る｡蓑4,表5は,1967年,1972年,1977年,1982年の4時点における吉林省の都市部と農

村部の年齢別出生率を示したものである｡表で明らかな通り,合計出生率も低下傾向にある

と同時に,出生率のピークとなる年齢も集中する傾向にある｡とくに都市部においてこの傾

向は顔著であり,20歳から35歳に集中している｡ これに対して,農村部では出生率のピ-ク

となる期間は,都市部よりも長く,とくに若年層の出生率は都市のそれより高いDしかしな

がら,農村部においても.出産年齢は繰り下がる傾向にある｡表5に示した通り,1967年以

降の年齢別出生率の変化をみると,出4=率は特定年齢への集中傾向がみられ,とくに40歳以

降の出生率低下は顕著である｡

蓑4 年齢別出生率の変化.吉林省都市部

忘 漂 15-19 20-24 25-29 30-34 35--39 40-44 45-49 急生墓
1967

ー972

1977

1982出所 AnsleyJ ColealldChenShengI,1.及ISLCdataoTt

feTILLIEtytTtthepT･OumCeS0/CTlLnq 1940-8之 East-West
PopulationlnstlLute.Honolulll

.1987表5 年齢別出生率の



図4は,吉林省と日本における1982年の年齢別出生率を比較したものである｡同年におけ

る日本の合計特殊出生率は,1.74であり,吉林省の都市水準より低い｡日本の場合,出生率

のピークは,25-30歳階級にあるo年齢別の出生率の曲線は,日本と吉林省都市部は類似し

ているが,25-30歳階級のピークが吉林省より低く,30-35歳年齢階級の出生率が高いこと

を考えると.日本の方が晩産化が進んでいると考えられるo

衰6は,既往子供数と生存子供数を示したものである｡蓑で明らかなように30-34歳の子

供数は2人から3̂ ,35-40歳については3人から4人,40-44歳では4人から5人,また,

同年齢階級における女子l人当たりの平均死亡子供数は0.42人となっている｡45歳以上では

子供数は5人以上となっている｡35歳以上のコーホートは, ｢独生子女政策｣以前に結婚し

た世代であり,その平均子供数は20歳代の女子の子供数より多くなっていると思われる｡

@ 80年代以降の出生力傾向と計画生育

吉林省では,1979年以来 ｢夫婦一組に子供1人｣という計画生育政策を脚員してきている.

したがって,ここでは,1980年以降の出生力の動向を計画生育政策との関連において述へる

こととする｡

1980年代は70年代と比較し,いくつかの政策転換がみられる｡そのlつは結婚年齢に関連

するものであり,70年代の初婚年齢は行政措置により男子25嵐 女子23歳であったが,80年

代に制定された新婚姻法では,行政制限がなくなり男子22歳,女子20歳となったことである｡

したがって,1980年まで晩婚化がすすんでいたが,現在の初婚年齢は低下傾向にある｡

1979年以来 ｢独生子女J政策が提唱されてきたことは,すでに述へた通りであるが,第2

子の出産に関しては,情況に応じて緩和される傾向にある｡1981年には,①子供が先天性の

病気である場合,㊤子供がなく養子縁組をした後に子供が産まれた場合,㊥再婚の夫婦で,

夫,妻ともに1人ずつ子供がいる場合,④少数民族の場合,の4条件のうち1つの条件を満

たせば,2人目の出産が許可されることとなった｡さらに,1983年には,第2子出産条件は,

10項目に拡大され,10条件のうちの1条件を満たせば.第2子の出産が許可されることとな

った｡以上の結婚年齢に関する行政措置,および計画生育は,どのように出生率に反映して

いるのであろうかo表7に示したのは,1980年以降の普通出生率および合計出生率であるo

すでに図2に示した通り,吉林省のヘビーブーム (1962年～72年)世代は,1980年以降,再

生産年齢期間に入り,1986年以降出生率は上昇の傾向にある｡

表8は,出生順位別に出生率をみたものであるが, ここで注目すへきなのは,1984年以晩

第2子の出生力が上昇傾向にあることである｡吉林省計画生育委員会･錬勝利副処長の予測
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(出生率)
図4 年齢別出生率の比較-吉林省都市 ･農村,日本 (1982年)
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ulu,1987El本 .厚生省人口問題研究所,F都道府県別人口の出生力に関する主要指標昭和45
年～60年j,昭和62年｡

蓑6 女子年齢別既往出生児数および生存子供数,198

2年平均既往出生児数 平均生存子供数001 0

01 0.000.40 0
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表7 吉林省出生率

(1980 1986)

普通出生率(臥)

表8 出生順位別出生率

合計出生率 年 次

1754 196 1980

1759 185 1981

1831 191 1982

16.21 169 1983

1506 1.59 1984

1679 1.65 1985

1879 1986

102 0.57 037

113 045 027

130 041 022

I21 034 014

168 040 011

106 044 015

】17 052 011

資料.吉林省計画生育委員会,副処長, 資料.麦4に同じ
統計師,陳勝利氏からの聴取

では,今後,第2子の合計出生率は上昇傾向にあるが,第3子は,現状維持であろうとのこ

とである｡70年代のパl)ティ別の出生率と比較し,80年代以降は,出生が第 1子に集中して

いる傾向が見られ,l人っ子政策は守られるようになってきていると思われる｡

1986年の出生数は,第1子の出生数が29万人,第2子が10.8万人,第3子が2.2万人であ

る｡このうち計画外出産は,早婚による20歳以下の出産である2万人,第2子のうち許可条

件にない出産である6万人,第3子の2.2万人の合計10.2万人である｡計画以外の出産の理由

は,避妊の失敗,中絶の遅れ等によるものであり,第3子の希望は少ない｡

(47 保健衛生事情とその問題点

在) 吉林省母子保健実施の過程

吉林省の母子保健の業務は1978年に開始され.さらに1982年に整備され,全国水準と比較

すると中以上の水準である｡母子保健に関する活動を追うと,婦人については,1950年代に

新しい方法による分娩が普及された.1960年代には,婦人病検査が行われるようになった0

1970年代には,計画生育技術指導が開始され,同時に死亡率を改善するため乳幼児検診が普

及された｡1980年代は.優生優青のための管理体制が強化され.妊産婦の系統管理,周産期

保健にその重点がおかれたO

現在 (1986年)の妊産婦検診の実行率は.都市部で85%,農村部で40-50%である｡吉林

省衛生局,張桂枝婦幼衛生処長は,妊産婦検診の実行率が100%とならない理由として,都市

部では,①移動人口に対する検診が行なわれていない,㊥街道衛生院がないため検診が行な
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われていない,㊥系統管理をする医者が不在であるため検診が行なわれていない等を挙げて

いる｡ これらのうち,これからさらに多くなると思われる郡市流入人口に対する対策,また

末端保健機構の整備が今後の課題となるであろう｡農村部の実行比率紘,都市部よりさらに

低く,医療サーヒスの情況は必ずしもよいとはいえない｡ この低い実行率の理由としては,

近年の経済変動のため兼職行政組縦がくずれつつあり,郷鎮衛生院がなくなりつつあること

があげられるo経済変動は.今晩 いっそうすすむものと考えられ,経済変動に応じた行政

の対応は都市部とともに今後の課題となるであろうO

㊥ 吉林省母子保健機構

妊産婦検診の実行の問題において母子探健機械システムにふれたが,吉林省における医療

機関は次のように示すことができる｡

母子保健所 -T …?孟芸芸≡芸 :三;

1 三 喜 (街道)衛生院 (54)

上記の医療機関の諸活動を予防接種を事例としてみてみよう｡予防接種のシステムは,那

市と農村で異なるため,それぞれに分けて説明することにするo

都市においては.衛生防疫姑に自動車と薬が常臓されている｡街道衛生院には,予防接種

薬が常傭され,予防接種対象者は.カードにより管理され,各家庭に通知される｡街道衛生

院がないときは,総合病院の予防保健科を通じ近隣の住民に通知される｡

農村の場合.県衛生防疫姑で,県レベル以下の予防接種を担当しており,自動車による巡

回サービスが行われているO村の防保軌 郷村医生が予防接種等の実施を各家庭に通知し,

郷村の医者がカードに記入し管理をするシステムになっている｡

@ 医療機関およびスタッフの現状

以上に示した保健サ-ビスに従事する医療機関およびスタッフの現状は,衰9に示す通り

である｡表には都市･農村別の病院数,ベッド数を示したO農村部の病院数については,減

少傾向がみられるが, これは,1980年と1985年間に実施された行政区画の変更によるもので

ある｡

行政区画の変更があったため,都市･農村間の2時点比較は,不可能であるが,省全体の

変化は表10に示す通りであるo表10で明らかなように,1医院当たりの管轄する人口は減少

する傾向にあり,医療従事者,機関とともに医療サービスは,向上する傾向にある｡
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蓑9 吉林省医療関連統計.1980年,1985年

出所'吉

林省統計鼠 F吉林社会経済統計年鑑 1986年3.1986年,長春蓑10 1医

院,1衛生機関,1ベッド,t医生,1看護人当たり人口 (人)17,559

196 364 640 1,37217,4

22 164 325 577 1,101資料･吉林

省統計局. F吉林社会経済統計年鑑 1986年よ 1986年,長春行政区画変

更以前に関していえば,都市の方が医療についてのアクセスは,良いようである｡これは,都

市と農村における死亡率の水準にも反映している｡図5は.都市と農村における年齢別死亡率を示したものであるが,各年齢階級において都市の死亡率

が低いOとくに0-4歳の年

齢階級および70歳以上において,農村における死亡率は都市より高く,医療の質の差がここ

に反映しているものと考えられる｡(彰 乳児死亡率と出産場所すでに,図5に示した通り,年齢別死亡率をみると,とくに乳幼児死亡率 (0-4歳階級)

については,都市･農村格差が大きい｡死亡については,届出制がとられているが,届出の

信頼性については,以下の諸点に

問題がある｡i)届出の処理能力が低い2

)保健婦.助産婦の水準が低い3)農村において母子保健に対する責任が低い4)届

出に対する信頼性が低い5)地理的条件が悪く助産婦もいない



国5 都市･農村の年齢別死亡率 (1981)

5 10 1



ル調査結果により乳児死亡率が推計されている｡ これらの推計結果によれは,郁絹部の乳児

死亡率は出生1,000に対して14.3,農村部は,さらに高く374となっているO乳児死亡率に影

響を与える要因として,出産時の医療の問題が挙げられるが,病院における出産率は.都市

部において90%であるのに対し,農村部はわずか30%にすぎlj:いo農村部の場合,郷村医生

が出産の補助をするが,危険率の高い場合は病院に紹介するシステムがとられている｡

㊥ 児童保健の現状と問題点

｢独生子女｣政策が普及しつつある現在,子供が確実に,健財 こ成長するという医療･環

境づくりは緊急の課題であると考えられる｡とくに乳幼児については.系統的管理 (生後4Z

uから7歳まで)が実施され,次のような行政サーヒスが行われている｡

1)カードの作成

2)年齢別検診

0- 1歳 年4回

1-2歳 年2回

3-7歳 年1匝1

3)児童の主な疾病と多発性の疾病の予防

4)防疫部門との協力

5)託児所の衛生係と協力した保健指導

以上のうち2)については,とくに乳児死亡の70%を占める新生児死亡の改善に力が入れら

れている｡検診実行率は85%である｡託児軌 幼稚園に適っている子供の検診率は,100%

であるが,自宅に居る乳幼児の受診率は25%にすぎない｡3)の乳幼児の疾病の予防について

であるが.乳幼児に多い主な疾病は,くる病,栄養不良,貧血 肺灸.下軌 眼疾患である.

ビタミン不足による疾病が多いのがその特徴であるが,栄養指導等食生活に関する指導体制

はまだなく,この分野での広報活動およびサービスの充実が急がれる｡4)の防疫部門との協

力については,とくに予防接種の実施において計画免疫を実施していくことが望まれる｡5)

の託児所については,すでに託児軌 幼稚園に通っている子供の予防接種率等の情況が良い

ことから,託児所との協力は乳幼児保健において効果的であると考えられる｡

㊥ 母子保健実施における今後の課題

母子保健については,2000年までには,すへての人が母子保健を享受できる方向で進めら

れており,草の根レベルでの医療水準向上に努めている｡政策の重点は,予防に置かれてお
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り.他の機関,婦人連合会,言i画生育活動,広報活動の連携強化が進められている｡

2 長春市および吉林市

(1) 社会経済的背景

長春市と吉林ftiは吉林省における2大都市であり,1985年の｢県｣等農村人口を除く都市人

口は,それぞれ187万人と114万人である (吉林社会経済絞まf年鑑1986年版による)｡長春市は

吉林省の省都であるとともに自動車産業,電気･電子産業,機械産業の全国有数の都市でも

ある｡ これに対して.吉林市は300年の歴史を持つ都市で化学産業,電気産業において全国有

数の郁巾である｡長春市は,第2次世界大戦時に.日本軍占領時代の ｢新京｣として都市言i

画された都市で,その当時に建設された建物があちこちに残されており,かつ現在も利用さ

れている｡両市の社会資本および生活水準のいくつかの指標を比較してみると蓑11のように

なるOこれを見ると,賃金水準は若干吉林市の方が高くなっており,全国有数の化学工業と

いう資本集約的産業の比重が高いことと,朝鮮人参,鹿茸など高級な地方特産品を産してい

ることなどが影響しているものと思われる｡これに対して,インフラストラクチュア部門の

郡市カス,電話,下水道,舗装道路などの普及率は長春市の方が吉林市よりも進んでいる.

緑地面積と1人当たり居住面積においても長春市の方が優れている.また,両都市の特徴は

市街地図からもうかがえ(図6.7参照),長春市が平原部に建設された計画的都市であるのに

対して,吉林市は盆地状の自然条件を利用して発展した都市となっている｡

このような両都市の概略を考慮しながら,次に,長春市と吉林市において事情聴取を行11

った家庭を例にとって ｢計画生育｣政策を中心とした厚生行政の現状と課題について検討し

てみよう｡

(2)｢計画生育｣政策の成果事例

(》 長春市訪問家庭のケース

長春市で訪問した家庭は,夫婦に男の子1人の3人家族で,1人子証明を受けている｡夫

は37歳で長春市出軌 現象 地質測量関係の印刷センターに勤務する国家公務員である｡妻

は33歳で長春市郊外の農安県生まれで,父の転勤により3歳の時長春市に移住してきたO元

国営企業の縫製女工であるが,2年前から自分で衣服の製作販売を自宅で行なっており,い
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裏目 生活水準比較表
(1985年)

上 水 道 普 及 率 (潔 )

l人当たり水道水使用量 (トン)

生 活 用 ガ ス 普 及 率 (形)

1戸当たり都市ガス使用量 (Trf)

l戸当たりプロパンガス使用量 (e)
都 市 ガ ス 普 及 率 (% )

百人当た り電 話普及 率 (台)

1万人当たり下水道普及率 (km )

1万人当た り舗装道 路 (Trf)

黙 市 緑 地 面 積 率 (形)

1人 当 た り居 住 面 積 (nf)

年 平 均 賃 金 (元 )

全 民 所 有 制 職 工

城 鎮 集 体 所 有 制 職 工

蘇 市 人 口(万人)

682 713

422 446

344 380

464

135 58

2ユ0

2.8

40

32

131

5.0

1.224 ユ.242

1.000 l,013

187 114

わゆる個体戸の認定を受けて営業を行なっている｡夫婦の教育程度は,大がプロレタリア文

革前の中学卒で,その後,軍に入って技術を修得し.現在,職場の技術幹部 (エンジニア)

の地位にあるO妻は高等学校卒業である.

結婚は夫27嵐 妻23歳の時で10年弧 子供は9歳,小学校2年生である｡出産は長春市人

民病院で行ない,その後,妻と子供の病気の時は同病院に通院している (同病院は居住区と

同一区内にある)｡夫の勤務先の病院は小さくて設備も十分でなく,本人の利用はできるが家

族の診療は受けられない｡ただし,子供の予防接種は父の勤務先の保育所で行なっていた｡

現在の住宅は,長春市住宅管理委員会の所有で,1979年に改築されたレンカ造り2階建長

屋の1階に住み, この場所は夫が以前から住/Uでいた所である｡住宅の広さは全部で35nf,

うち居室2間 (20nf)で,他は台所,洗面浴室,屋内便所である｡暖房は台所でi易をわかす

スチーム方式で,自分で設置したo

所得は.夫と妻の収入があり.夫は月初130元であるのに対して,妻は月額600元前後の収

入がある｡両者を合計すると,月額約750元くらいになり,中国では高額所得になる｡支出は
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月額約250元であるため毎月約500元の貯金ができる｡妻の収入が高いのは,日本や上嵐 北

京のファッションを主とした衣服が中心であるため,客から好評を得ているからである01

人で個体戸の経営をするようになったのは1986年からで,その時から急に高額所得になった｡

家族言†画,｢1人子政策｣.避妊知識などは妻の前の職場や火の職場,いろいろな形での宣伝

教育,各種政肘刊行物などから得た｡子供はlでよいと思っており,貯蓄は子供の上級教育や自

分が働けなくなったとき,および老後の生宿資金などのために備える計画である｡夫には国

家の年金があるが,2人分の生活費としては十分ではない｡老後は子供に頼りたくないと忠

っており,子供には人生の自由な選択をさせてやりたい｡夫側の両親は-父がすでに死去し

ており.母は75歳で兄の次男宅 (長男は死去)に同居している｡妻側の両親はまた両方とも

働いており,未婚の弟と同居している｡双方の艶に対して時々小過いをあげているo

以上のように,長春市の訪問家庭における家族計画および ｢1人子政策｣の受けとめ方は,

きわめてモデル家庭的である｡すなわち,結婚年齢は晩婚奨励の枠内であり,1人子でよい

との意見を持っており,老後を子供に頼ることは予定していない｡さらに,子供の幼児期が

過きたころから,妻は自分の才能を活かしたファッション洋服店を開業し,所得が予想以上

に向上した｡ この夫婦のライフ設計は,晩婚 - 1人子の育児 -･子供の就学 - 妻の社会

的宿曜 - 生活向上 -,子供の高等教育 - 老後への貯蓄 - 子供の自立 - 老後の安定生

活という図式に13:っており,現在,設計通りの人生を歩んでいる.そして,このライフ設計

の中で ｢1人子政策｣が理解されている｡もちろん所得が高いとしてち,住宅面積は3人世

帯で35nfであり,居室も2間しかない｡したがって,十分な文化生活ができるということで

はないが,テレビ,洗濯機などの家電製品や家異なとの耐久消費財は所狭しと置かれている｡

冷蔵庫はほしいが,置く場所がなくて買うことができない｡また,子供がもっと大きくなっ

たときは家の狭さが問題になる｡

㊥ 書林市訪問家庭のケース

吉林市で訪問した家庭は,市内農村部の,夫婦に女の子供lの3人家族であるO夫婦とも

吉林市の現在の地域 (郊区)出身で,いわゆる農民の範囲に入るoLかし,現在の職業は,

この地域の集団企業の一員で,夫は集団企業のリーダーの1人で商店経営を担当しており,

妻は集団企業内の保育所所長として働いている. この集団企業は養鶏,食品加工,機械工業,

商店なと全部で9企業から構成されている｡夫婦とも1955年生まれの同年齢 (32歳)で,両

者とも高等学校卒業の,いわゆる幼なじみの同級生である｡

27歳の時に結婚し,現在5歳の女の子がl人 (1982年生まれ)いるo結婚が遅かったのは,
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夫が18歳で軍隊に入り,25歳で除隊して帰郷したためであり,政府の ｢言書画生育｣指導にも

従ったものである｡出産は,郊区郷の病院 (母子保健院)で出産した｡子供の予防接種は村

内衛生処 (保健所)で行ない.海生処には専門医と宣伝員がいて母子保健の色々な知識を教

えてくれる｡集団企業内には付属病院はなく.家族の病気の時は市立病院へ通院する｡もっ

とも近い市立病院は自転車で5分の所にあり,とても便利である｡産前･産後の検診は郷内

病院 (母子保健院)が近くなので,一般的にはそこで行なうが,最近,母子衛生センターが

近くにできたので,そこでも受診することができるようになった｡

住宅は,1984年に2軒通がりの住宅を兄弟で新築した｡レンガ造り,2階建,総面積240

rd(したがって1戸分は120Ef),専用の浴室,台所があり上水道がきているb便所は外に有

るO居重は6間あり,現在2階の3間は使用しておらず.子供が成人して結婚したら住ませ

ようと考えている｡また,住宅近辺も都市化が進んできており,場合によっては賃貸して収

入を得ることも考えている｡

所得は,2人合計で1986年に約5,000元の年収があったO集団企業からは毎月の月給と,企

業の年間業績に応じた年末一時金の形で賃金が支払われる｡貯蓄は現在ほとんど無いOその

理由は,住宅建設のために1984年に兄弟で28.000元を借金し,その返済に最大限あててきた

からである｡借金は親鼠 友人から行ない,金融機関の利用はしなかった｡集団企業では個

人貸付は行なっていない｡1986年末に借金の最終返済を完了し,今年からやっと貯金ができ

るようになった｡耐久消費財はテレビを1985年に購入し.今年洗濯機を購入した (寒冷地で

あるため冷蔵庫よりも洗濯桟の方が必要度が高いものと思われる)Oミシンは以前から持って

いるが,最近は買物が便利なのではとんと使用しない｡以前の家は貧しく,男5人女1人の

6人兄弟で大変であった｡夫はその第2子であった｡

｢1人子政策｣,避妊知識などほ,グループ学乳 地域宣伝員,本,テレビなどによって得

ている｡子供は2人欲しいと思っているが.現在の1人で満足している｡子供には資質の高

い人間に育ってほしく,能力しだいで大学にも行かせたい｡ これからの貯金は,子供の教育

費と生活向上 そして老後の備えである｡ この地域では,老後は男65歳,女60歳で1人1カ

月35元の年金が支給され,夫婦で1カ月70元となり,いちおう生活できる｡夫の母は5番目

の未婚の弟と一緒に住んでおり,妻の父母は同一村内でまだ働いているo

以上のように,吉林市で訪問した家庭はl吉林市内農村部 (郊区郷)の集団企業 (以前は

人民公社)従業員で,晩婚･1人子政策を励行しているモデル的家庭である｡その日常活動

においても優秀であるため ｢流動紅旗｣の表彰を受けている｡最近の政府の新しい経済政策

の下に,集団企業における企業努力が,給与制度に加えて年末一時金支給として従業員に還
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元され,労働インセンティブとなっている｡若い夫婦の労働意欲と新しい家庭を築く努力が

現存の集団企業制度の中で成果をあげており,その一環として ｢1人子政策｣の理解が得ら

れている｡居住面積は120nfときわめて広い住宅であるため,住宅事情からくる子供の生み控

えを考える必要はない｡ このため,希望子供数は2人と答えているが,それ以上に.彼らは

生活の向上 子供の将来,老後の安定生宿を考慮した確実な生活設計を持っており,そのよ

うな計画的な生活の仕方がこの若夫婦の考え方を支配している｡

㊥ ｢1人子政策｣の課題

長春市と吉林市に見られた ｢1人子政策｣のモテルケ-スは,いずれも,それぞれの職場

における中堅幹部職員 (国家公務員の技術幹部と集団企業のリーダー)であり,また,最近

急速に所得が向上し,それに件なって生活水準が目に見えて向上している家庭であった｡さ

らに,両ケースとも比較的教育程度が高く (高校卒).日常の生活や将来の生活についてきわ

めて堅実かつ明確な生活設計を持ち,計画的な家庭運営を行なっていることにおいて共通性

が見られた｡少ない事例ではあるが, これらの共通点は,今後の ｢1人子政策｣の成否を考

える上で.次のようないくつかの重要な課題を示唆している｡

課題1 モデルケ-スの家庭が,いずれも中堅幹部職員であるということは.医嵐 福祉

に限った場合でも,国家または集団企業からの保障が厚いということである｡そして,両家

庭とも大都市の住民で,郡市の様々な公共施設が容易に利用できる｡したがって,家族の健

康について手厚い保障体制が両名を支えている環境にある｡このような,子供を含めた家族

の生命と健康の保障体制を,中国全土に確立していくことが ｢1人子政策｣を成功させる1

つの条件である｡それには,人口が集中している都市部の効率的な医療保健組織と,人口が

散在している広大な農村部の迅速な医療保健組織の確立が諜葛となる｡その晩 所属企業に

関係なく,全国民が平等に医療保健サービスを受けられるようにならなければならない｡そ

のための医療保健機関の効率的な全国ネットワークが確立されなければならない (たとえば,

拠点都市における高度医療,中間都市における充実した医療,末端町村<鎖.郷>における

機動的な医療保健の各機関が整備されるとともに,これらの機関を全国的にネットワーク化

する)｡

課題2 長春市と吉林市のいずれの家庭も,最近急速に生活水準が向上し,子供を大切に

する考え方とともに,親自身の人生を大切にする考え方が強まっているOすなわち,貧困が

当然の社会ではなく,努力すれば所得が向上し,自分の豊かな人生を築くことができるとい

う考え方である｡この考え方が定着すれば.それだけ人間1人1人の価値が高まり,1人1
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人の生命と健康を保護する,より確かな医療保健サーヒスが求められることになる｡ このた

め,医療保健技術の近代化が重要な課題となり, このことが新しい考え方とともに｢1人子

政策｣を成功に導くlつの条件となる｡

課題3 訪問したいずれの家庭も教育程度が比較的高く,計画的な生活設言iを持っていたO

このことは ｢1人子政策｣を親の自由意思によ-'て選択する余地とともに,その考え方を定

着させる重要な条件である｡自分の将来人生をある程度予測･計画し,その中で子供の数や

祖父母の世話を位置づけ,自分達の生きがいを実現していくこと｡厚生行政としては,その

ような積極的な意味を持つ家族計画と,異体的な目標イメージをはっきりと国民に提示して

いくことが必要である｡人口増加を抑制しなければならないがための家族計画政策から,豊

かな人間生活を実現するための家族計画政策への視点の転換が,現在の ｢1人子政策｣の成

否のもう1つの課題である｡

(3) 人口および計画生育の実情

(む 長春市

1)人口およびその構成

1984年における長春市の人口は58423万人であり,そのうち都市人口は,3097%にあた

る180.92万人であるo長春市全域の人口密度は309人/kiであるが,都市部における人口密度

はさらに高く,I,621人/kdである｡4)

長春市計画生育委員会からの聴取によれば,1986年の長春市の老年人口比率は427%,年

少人口比率は3346%,中位数年齢は.22.6歳であり,年齢構成は若年傾向を示しているo出

生時平均余命は,男子6927嵐 女子7014歳であり,女子において高い｡

2)都市部における人口流人と問題点

吉林省の中心である長春市では,都市部-の人口流入が経済政策との関連で大きな問題と

なっているO先に農村部の経済変動についてふれたが, これに伴い,農村から都市への人口

移動がすすんでいる｡現在都市流入人口は年間約2万人と推定されている｡季節移動に関し

ては,冬季の人口移動は少なく夏季において多い｡流入人目は,①観光業,㊥農村からの建

設労働者 (長期･短期),㊥小売業,④都市での就業者等であり,このうち農村からの建設労

働者は,農閑期に郡市と契約して移動する計画的移動である｡

農村からの移動者については,基本的にはその管轄が人口流出地の人民政府となるので,

都市には戸籍がない｡そのため,流入人口の把握･管理が十分にできず,様々な問題を呈し

ている｡都市流入人口についての問題のlつは住宅と食糧の供給であるo住宅については不
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図8 年齢別出生率の比較.1983年

- 吉林省
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出所.高雅繭,｢吉林省1983年制札 生育状I兄｣. F人口統計論文集,人口学刊増刊j,

1986年8月30日,p88.p90

いて子供を2人とする政策がとられていた｡1980年から1984年においては,F独生子女政策』

がとられ,F晩婚晩育小生後背jが脚 昌されたO1984年以降現在に至るまでの間,生育政策

は再調整され,一定の条件下において2人目を産んでちょい政策がとられている｡今後,西

暦2000年までの政策としては,出生率の安定化がその課題となっている｡

現在までの出生率の動向を追ってみると,第5次5カ年計画 (1976-1980)時における人

口増加率は10.92%｡.普通出生率は1741%｡である｡第6次5カ年計画 (198ト 1985)時の人

口増加率は9.5%O.普通出生率1146%Oであった｡第7次5カ年計画に入-,てからの出生率は,

1985年の普通出生率は10.86%Oであったが,1986年は,60年代初頭のベビーブームの影響,86

年の開小口政策により第2子比率が高まったことにより,普通出生率は11970A｡へと上昇して

いる｡

現在行われている避妊方法は,IUDがもっとも多く49万,次いで不妊手術が34万,ピル

･コンドーム等で11万とな-'ている｡もっとも多く普及しているIUDについては,その副

作用に関して吉林省計画生育研究所5)において調査が行われている｡

長春市言i画生育委員会では,生育政策実施上の今後の課題として,宣伝教育,とくに衛生知識

の普及,避妊知識普及をあげている.また,今後の人口動向については,2つの生産,すな

わち物の生産と人口生産のバランスを保つことが挙げられている｡
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(参 吉林市

l)人目およびその構成

吉林市計画生育委員会の発表によれば,1986年の吉林市人口は,396.5万人である｡内都市

人口は110万であり,全市人口の29.6%にあたる｡

年少人口比率は324%であり,そのうち0-6歳年齢階級人口比率は132%, 7-14歳年

齢階級の人口比率は19.2%である｡老年人口比率は,長春市より若干高く6.2%,中位数年齢

は22.6歳であり.長春市と同様.年齢構成は若年傾向にある｡出生時平均余命は64.49歳であ

り長春市と比較すると短い｡平均世笛員数は都市部3｡82人,農村部4.32人であり,都市部に

おいて小家族化が進んでいる｡

2)人口動態

苦杯市における出生率,死亡率,自然増加率は,表12に示す通りである01985年における

出生率は,吉林省,長春市と同様に60年代のベヒ-･ブームを反映し,上昇しているo出生

順位別の出生比率は,1984年以降の開小口政策の影響をうけ,1985年に上昇しているO

第6次5カ年計画 (1981-85年)における自然増加人Uは27.8万人であ･,たoこれに対し

て,社会増加は,延吉市への企業移転等により5.25万人の流出超過とな-,ている｡

表12 書林市における出生乳 死亡率,自然増加率

(1981-1986年)

年次 普 通出生率(%o) 普 孝義 自 警I死亡率(%o) 曽加率(%O) 出生率 第1可 第2子l第

3子1981

l982

1983

1

984lgB51986出所 1987年調査時において吉林市計画生育委

員会からの聴取3)計画生育の実情吉林市における引画生育率の推移は,衰13に示す通りであり,計画

生育率は,80%に近い比率を示している｡現在.吉林市における第2子の出産条件

は,都市部では,①非遺伝病以外の身体障害乳㊥結婚後5年を経過しても子供がいない者で県レベル以上の病院で不妊であるという証明書



をもらい,養子縁組をした後出産した場合,

㊥太 秦ともにl人っ子の場合,④夫 妻と

もに外国居住者,㊥再婚した女子で子供がい

ない場合,の5条件である｡農村部の場合,

上記の①～㊥に加え,祖父,父,現在ともに

子供が女子の場合に第2子出産が許可されて

いる｡

計画生育の職務は,国家の指導と大衆の意

志の尊重をしながら行なわれ.無料の避妊薬

配布および不妊手術,優生優青の指導,映画,

表13吉林市における計画生育率の推移

(1981-1986年)

出所:1987年調査時において吉林市計画

生育委員会からの聴取ビデオ,出版物を通しての宣伝教育がその中心である｡避妊措置

の方法に関しては自由選択で行われている｡1987年6月現在,避妊実行人口は,641万^,うち

不妊手術は37.3%,IUDは537%,ピル･コソド-ムは9.0%であり,避妊普及率

は875%である｡避妊失敗の場合はその補助手段として人工妊娠中絶が行われており,その数は出生1

に対し043(1986年)である｡現在,子供が1人の世帯は273万世帯6)であり,そ

のうち21万世帯が 『1人-'子証』を持-'ている｡今後の課題として,吉林市言書画生育委員会では,村民′ト組レヘルにいたるまでの計画生育の人材ネットワークの整

備を挙げている｡④ 保健衛生事情とその問題点1)長春市長春市における

医療施設および人員に関するテ一夕は表14に示す通りである｡表14で明らかなように,全

市よりも市区において医療に対するアクセスは良いようである｡ 1衛生機関当りの管轄す

る人口に関していえば,全市の管轄人口は,都市のそれの2倍以上にあたる.人口密

度を考慮しても都市のほうが地理的にも利用しやすい情況にあると思われる｡都市部の保健

サ-ヒスほ街道衛生員 (母子保健医)によ-,て行われ,そこで作成された母子保健手帳により定期的に家庭訪問が行われている｡村では,村の医

師により周産期侭健手帳が作成され,9回の定期的検診が行われている｡妊産婦検診は

,まず妊婦が臨月の時カードをも-,て指定された病院へ行き,助産婦はカードに所見を記入する｡退院後.12日目,28日目,42-56E]目の3回にわたり家庭訪問が行わ

れ,産婦の回復状況をチュックするとともに授乳等の育児指導が行



表14 1医療機関,1病床.1医療技術長当たり人口,1984年

(人)

l衛生機関当たり人口

1医院当 た り人 口

1問診部当たり人口

lベンド数当たり人口

l衛生技術員当たり人tj

l医生当た り人 口

6,448 2,766

25.074 21,538

9,786 3.479

378 179

155 64

207 88

資料･r中国城市統計年鑑 1985年j

新生児の検診は, 1歳までは年3軌 1歳～2歳は年2軌 3歳～7歳は年1回それぞれ

行われる.検診内容は,くる病,栄養不良 下軌 肺灸 身体測E,栄養指導等であるO

ほとんどの女子が職業に従事しているため,女子労働者の保健も重要な課題である｡女子

労働者に対してほ,①妊娠から7カ月間就業時間が30分短縮され,㊤分娩後は午前 ･午後各

1時間が授乳のための時間として認められ,㊥年一回の婦人病検診が行われる等の措置がと

られている｡

2)吉杯市

吉林市における医療施設および人員に関するテ-夕は表15に示す通りである｡蓑15で明ら

かなように,長春市と同様に,市区において医療に対するアクセスは良いようである｡長春

市と比較すると,医療保健に関する水準は吉林市の方が若干高く.都市･農村間の地域格差

は少ない｡

表15 1医療損閑,t病床,t医療技術見当たり人口,1984年

(人)

1衛生機関当たり人口

1医院当た り人 口

1問診郡当たり人口
1ベッド数当たり人口

l衛生技術員当たり人口

1医生当た り人 口

4.821 2.341

18,869 20.256

7,371 2,955

287 189

148 76

193 99

賞科:F*国城市統計年鑑 1985年j

- 82一



吉林市の病院は総合病院が4,専門病院のうち産院の病床数は721,児童病院の病床数は

366である｡吉林市の入院分娩率は.100%である｡吉林市の市区の乳児死亡率は,出生1,似)

に対し15.2,新生児死亡率は137,周産期死亡率は147であるoこれに対し吉林市農村部の

乳児死亡率は高く27であるo乳児死亡の要因は,先天的なものと後天的なものに分類され,

早期新生児死亡に関しては先天的なものが多いO これに対し,生存軌間が長くなると.感染

症または事故による死亡が増加するがその防止は比較的容易である｡そのため,後期の乳児

死亡については,乳幼児検診による死亡率改善が行われている｡検診は,0- 1歳の間は年

4軌 1-3歳の間に年2軌 3-6歳の間は年 1回行われている｡乳幼児の予防接種 (三

種混合)率は95%以上であり,現在のところ麻疹患者はいなく,子供の伝染病ほほほないO

母子保健に関する政策上の重点は以下の各点におかれている｡

①母子保鳳 母子衛生分野における優生優育

㊥行政犯 技術的質の向上

㊥組織の整備,特に母子保健ネット･ワークの整備

④周産期 (妊娠28退以降,分娩後7日間以内)保健の充実

以上のうち④については,とくに妊娠後期の検診が重視され.吉林市の総合病院で検診が

行わわ,病院で出産する場合は,助産婦と小児科医が立ち合うことになっている｡

吉林市の児童医療の実例として今回訪問した総合児童病院を紹介しよう.

児童病院の歴史は新しく1986年12月28日に外来治療が開始された｡人口の質向上のため.

①人口規模のコントロール,㊥子供の健康管艶 ㊥児童の病気治療･予防を行うことを目的

として設立された｡現在対象とされているのは吉林市15歳以下人口30万人であり.その保健

および予防が行われている｡将来は,′ト児科を中心とする医療研究,教育の普及も行われる

予定である｡診療科目は,内税 耳鼻咽喉札 漢方の各科目に加え救急センタ-が敷設され

ている｡外来患者はlE]平均600-700人,病床数103嵐 医師数は52乱 戦員数は120名であ

るが不足気味であり現在募集中である｡吉林市は.寒冷な気候のため肺炎等呼吸器系疾患が

多い｡また,化学工場等が多いため公害の問題も憂慮されており,予防医学･保健分野での

予防対策が急がれている｡すでに述べたように予防接種率が高いので麻疹,小児まひの予防

はすすんでいる｡また,母子保健政策の効果により伝染病は少ない｡児童病院の診療科目の

うち,とくに注目すへさなのは児童保健科が設置されていることであり,予防接種,0-3

歳児の検診7),母子保健ネットワ-クを通しての育児指導が行われ,栄養過多になりがちな

1人-,子家庭の指導も行われている｡児童病院の財源は全額吉林市人民政府負担によるもの

であるが.患者の費用負f削ま有料であり,勤務先に領収書を提出することにより.半額補
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助を受けられる｡一般的な子供の医療費負担については労働保護法により医療費の半額補助

を受けられる｡また 1人っ子については, Fl人っ子証』所持者 (60-80%)についてはと

くに優先的に治療を受けられる等の恩典がある｡

(注)

1) 以上 吉林省計画生育委員会からのヒアリングによる｡

2) 中共中央関幹控制我国人口増長問題致全体共産党員共青団員的公開揺,1980年9月25u

3) 吉林省政府 〔84〕1日号及び 〔85〕19号文件

4) 国家統計鼠 F中国城市続きi年鑑 1985年L 北京,1985年
5) 吉林省計画生育研究所は,1963年に国家計画生育委員会と吉林省政府によって発足され,現在は,

塩味と研究郎門にわかれ.50人のスタッフを樟する｡1UDについての対比研究は,第6次5カ年

言t画のプロジェクトとして行われ.コンパーTが副作用.避妊効果を含め最も望ましいとの結果を

得ている｡

6) 273万Itr帯のうち都市部が451%,農村部が549%である｡吉林市の都市人口比率が29.6%であ

ることから,都市において子供がl人の世帯の占める比率が高いことが明らかである0

7) 3歳児以上は託児所入所前に児童病院で検査する｡
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第7章 国際協力の可能性

今回の吉林省長春郎および吉林市の郡市を対象とした人口と開発についてのE]中共同調査

ならびに今までに行11ってきた日中共同研究を通じて.国際協力の方向,ありかたについて

若Fの所見を述へておこう｡

第 1点は,人口の分野における研究は,中撰のきわめて新しい領域に属するものであり,

かつ中国自体の人口問題の基本的重要性の観点から,人口研究に対しては先進諸国あるいは

国連をふくむ国際機関の協力援助について最大の期待と関心を示している｡国内においても

重点大学をふくむ20を越える大学に人口研究所を設置し,各地の社会科学院にも人口研究所

を併置し,教育担当者ならびに将来の研究者の外国への留学.外国からの専門家の招碑によ

る研究やセミナー等,その店動には眼をみはるものがあるO日本に対する籾符もきわめて大

きいが,アメリカに比較するとその対応にはあまりにも見劣りするのが現状である｡アメリ

カへの人口研究の留学生,中国人専門家の招料による共同研究等その規模はきわめて大きいO

人口研究のための日本の大学への留学生は今日までなお数人にすきないのに対し,アメリカ

は短期をふくめると何百人の規模である｡

文化的頬似性,長い歴史的交流関係.一衣帯水の地理的条件.そしてu本の科学･技術の

高度の発展は,人口の分野の協力･援助についても中国側の期待を大きくしている｡しかし,

人口の研究,教育あるいは共同調査といった分野における日本側の協力は,きわめて消極的

である.日本の人口分野における経験や研究水準を基礎として,中国側の要請に対する協力

を拡大強化していくことが必要である｡

第2点は,アジア人口･開発協会の新しい国際協力方式である｡

アジア人□･開発協会が日本政府の委託を受けて行なってきたいくつかの人口分野におけ

るアジア諸国との研究協九 とくに中国とのそれは.その金額自体は′トさいものとしても,前
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例のない新しい協力方式を作り出すことができたO調査研究の事前における相手国の専門家

との密接な討議,調査の実施,分析における共同作業等は,相手国の信頼を高めることに貢

献したO

最後に,以上のような醐 犬と経験にもとついて.とくに中国を対象として人Uの分野にお

ける望ましい国際協力の内容の若干を示しておこうo

1.都市と農村における死亡率格差に着E]して,農村部における保健･医療のいくつかの

モデルセンターを設置し,死亡率改善の方策の実験的研究を行なう｡センター設置の直接費

用は日本側が員才FF_し,また運営はu中共同の研究クループで行なうOまず､吉林省内で実施

し,その成果を逐次各省に普及させる｡

2 死亡統計整備のための協力｡普通死亡率はすでに低水準に改善されているが,なお高

い乳児死亡率あるいは成人病死亡率の増大傾向にかんがみて,死亡統計穀備に対するEl中共

同研究を行なう0

3.乳児死亡率の地域格差がなお大きいことから,とくに乳児死亡改善のための対策につ

いての共同研究を行なうo乳児死亡率の改善は,人口の質的向上あるいは bl人っ子政策p

推進の紋点からも,とくに重要な戦略的意義をもっていることに着目しなければならない0

4 家族の変動に関する研究｡中国における新経済体制の導入は,家族の構造に大きな変

化をもたらしつつあるOとくに,農村では今までの専業農家ばかりの社会から兼業農家や非農家

の発生による新しい社会への転換が急速に進んでおり,家族形態の多様化が予想されるo中国人

口の高齢化は着実に進行しており,老人扶養の問題は,家族形態の変化あるいは家族意識の

変化にともなって重要な課題となるであろうO農家世笛が専業と兼業に分裂した現象は,戟

後u本の経済発展の過程にもみられたものであり,El本の経験との関連において共同研究す

ることはとくに有意義であると思われる｡

5 都市人口と転入人口に関する研究｡今日,中国の都市にみられる新しい課題は.都市

における住宅.ホテル,工場等の建設産業の発展による必要労働力の不足である｡とくに,

人口100万人以上の大都市では人口過密による弊害を防止するため厳しい転入制限措置がとら

れている｡そのため,必要労働力は農村から非登録人口として動員されているoいわば非合
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法的転入であるo上海市などでは100万とか200万といった大きさの未登録転入人目となって

いるといわれている｡長春市や吉林市で私とものこの問題提起に対して.現状ではまたそれ

ほど重大な問題とはなっていないが, これから検討を要する問題として,市当局は問題に対

する関心を示していた｡

郁市人口規模による都市階層構造とこれからの開発のありかたは,中国が現在当面してい

る重大課題である｡その中で都市人口の社会的増加 (転入と転出の差)紘,経済的,社会的

開発言i画の重要な変数である.

以上において,中国との共同調査研究の経験を通じて若干の今後の謀議についてふれてみ

たO中国側の日本の人口と経済についての研究や日本の高度な技術の発展についての認識も

しだいに高まってきており,それだけに中国側の要請も切実である｡しかし,El本の現実や

経験についての認識はなお不十分であるO このような観点から,人tjと開発との分野につい

て.中国側の専門家を可能な限り多く日本に招解し,専門家との交流や現状認識を高める努

力を大福に増大することかとくに重要である｡
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第8章 調査団メンバ-および日程

国内検討委員会 (現地調査団メンバ-を含む)

想 田 俊 夫 日本大学人u研究所名誉所長 (現地調査団長)

鷲 尾 宏 明 アジア経済研究所経済協力調査室研究主任 (現地調査団員)

清 水 英 佑 東京慈恵会医科大学公衆衛生学教室教授

小 野 敬 子 日本大学人口研究所研究生

広 瀬 次 雄 財団法人アジア人口･開発協会事務局長

遠 藤 正 昭 財団法人アジア人口 ･開発協会業務課長

西 川 由比子 財団法人アジア人口 .開発協会研究員 (現地調査団員)

調査協力者

日本大使館

参事官

一等書記官
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国家計画生育委員会

大臣

外事局次官

弁公庁政策研究室副主任

外事局対外連絡処副処長

外事局対外連絡処

吉林省計画生育 委員会

副主任

副処長,統計師

吉林省計画生育協会

副会長

吉林省衛生局

婦幼衛生処長

長春市人民政府

副和長

副秘書長

外事局処長

衛生局副局長

衛生局婦幼科長

計画生育委員会副主任

計画生育委員会計財科長

計画生育委員会副科級科員

計画生育委員会副科級科員

吉林省計画生育研究所

副所長

王 偉

許 慶 美

彰 志 良

主 潮 瑛

｢ 小 鳴

孫 休 寒

陳 勝 利

王 平

張 杜 枝

李 慧 珍

楊 天 民

曽 慶 祥

始 柄 礼

奏 赦 媛

李 超 春

劉 亜 明

馬 力

遅 学 敏

周 連 福
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生化室主任

生物製品宴主任

吉林大学

副校長

副校長

人口研究所副所長

人目研究所副所長

人口研究所講師

人口研究所講師

董 甲 有

馬 dt･良

朱 日 曜

林 漂

II J隣 .†

劉 六 緯

曲 海 波

数 英 芳

人口研究所客員研究員(アジア経済研究所統計部主任) 早瀬 保子

吉林市計画生育委員会

任

員

任

主

長

視

主

副

科

巡

王 志 良

張 窺 洋

才姦 風 琴

趨 映 麗

吉林市衛生局

科長,計画生育技術協会秘書長 梁 玉 蘭

書林市児童病院

児童病院長

弁公室主任
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調 査 日 程

期間:昭和62年7月16日～7月29日

調 査 概 要

7月16日 (木)

7月17日 (金)

7月18日(土)

7jngE](tj)

7月20日 (月)

7月21El(火)

7月22日 (7k)

7月23日 (木)

成田 - 北京 (JL781 10･00 14:15)

日本大使棺表敬｡

国家計画生育委員会･調査概要協議O

王倖大臣主催歓迎宴｡

北京 - 長春 (飛行機)

吉林省計画生背委員会 ･調査概要協議O

長春市内巡検｡

長春市内自由市場見学,インタビューO

吉林省動感関連統計,生育委員会活動状′兄について吉林省計画生育委員会

副処長より講義｡

吉林省の F入札 疾病,母子保健』開封青熱こついて吉林省衛生局婦幼衛

生処長より講義｡

長春市行政機観 人口.言i画生育,衛生に関して長春市人民政府スタッフ

による概況説明｡

長春市内居民家庭訪問 (インタビュー)O

吉林省計画生育研究所視察｡

菖林大学人口研究所人口関連調査に関するヒヤリングおよび討議｡

最春市 - 吉林市移動｡

吉林市計画生育委員会による吉林市行政機構,人口,言i画生育,衛生に関
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調 査 概 要

7月24日 (金)

7月25日 (土)

7月26日 (臼)

7月27日(月)

7月28日 (火)

7月29日 (衣)

するヒヤリング｡

吉林市内居民家庭訪問 (インタヒュ-)O

言林市児竜病院視察.

吉杯市 - 長春市移動

吉林省計画生育委員会最終協議｡

長春 一,北京 (飛行機)

日本大使館報告O

国家計画生育委員会,最終協議 ･報告｡

資料収集｡

北京 - 成田 (CA917 9:55-13･55)
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